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1.  22年12月期の連結業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日）
(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 15,164 △24.0 △1,408 ― △2,064 ― △176 ―
21年12月期 19,964 △40.9 △5,205 ― △5,990 ― △6,443 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当た
り当期純利益

自己資本当期純利
益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
22年12月期 △346.00 ― △40.9 △6.3 △9.3
21年12月期 △12,607.53 ― △172.5 △12.0 △26.1
（参考） 持分法投資損益 22年12月期  ―百万円 21年12月期  ―百万円

(2) 連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
22年12月期 24,832 346 1.4 678.20
21年12月期 40,499 519 1.3 1,015.69
（参考） 自己資本   22年12月期  346百万円 21年12月期  519百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
22年12月期 7,754 1,077 △9,014 589
21年12月期 8,990 △676 △9,977 772

2.  配当の状況
1株当たり配当金 配当金総額

（合計）
配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
21年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年12月期
（予想） ― ― ― ― ― ―

（注）平成23年12月期における中間ならびに期末配当については未定であります。

3.  23年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日）
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
第2四半期
連結累計期間 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

通期 10,800 △28.8 280 ― 10 ― 10 ― 19.57
（注）当社グループの次期事業計画は通期ベースで作成しており、第２四半期連結累計期間の連結業績予想は作成しておりません。



4.  その他
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無
新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
の変更に記載されるもの）
① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

(3) 発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期  537,964株 21年12月期  537,964株
② 期末自己株式数 22年12月期  26,866株 21年12月期  26,866株

（参考）個別業績の概要

1.  22年12月期の個別業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日）
(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 10,013 △28.2 △1,501 ― △2,097 ― △304 ―
21年12月期 13,950 △38.0 △4,623 ― △5,419 ― △6,833 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭
22年12月期 △595.96 ―
21年12月期 △13,370.77 ―

(2) 個別財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
22年12月期 24,925 291 1.2 569.45
21年12月期 37,141 593 1.6 1,161.22
（参考） 自己資本 22年12月期  291百万円 21年12月期  593百万円

2.  23年12月期の個別業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日）
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
第2四半期
累計期間 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

通期 10,000 △0.1 390 ― 200 ― 200 ― 391.31
（注）当社の次期事業計画は通期ベースで作成しており、第２四半期累計期間の個別業績予想は作成しておりません。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいて
おり、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。



(1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当連結会計年度における我が国経済は、世界経済の回復や政府による国内景気刺激策等の効果により、景気持ち

直しの兆しがみられたものの依然として足踏み状態にあり、企業の業況判断は引き続き慎重さがみられ、厳しい雇

用情勢、海外景気の下振れ懸念や為替レートの変動など、先行きは不透明な状況が続きました。 

当不動産業界におきましては、低金利や各種の政策効果などを背景に、マンションの着工戸数は前年比 ％増

と前年の減少から再び増加傾向を見せておりますが、不動産取引に係る信用収縮、景気悪化による個人所得の減少

による買い控えなど、事業環境として未だ厳しい状況が続いております。 

このような状況下において当社グループは、一昨年度より引き続き経営資源を分譲マンション事業へ集約し、販

管費等の大幅削減に努めながら、事業安定化に向けた経営努力を継続しております。その一環として当連結会計年

度でたな卸資産の圧縮のため、保有不動産・不稼働資産の売却損、並びに現在の市況環境を鑑み、資産の評価減を

実施いたしました。 

この結果、当連結会計年度における当社グループの経営成績は売上高 百万円（前年同期比 ％減）、営

業損失 百万円（前年同期は営業損失 百万円）、経常損失 百万円（前年同期は経常損失 百万

円）、当期純損失 百万円（前年同期は当期純損失 百万円）となりました。 

なお、事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

<分譲マンション事業> 

分譲マンション事業におきましては、依然として国内経済の先行き不透明感による消費マインドは低く、価格調

整も続いている状況が続きました。また、一部のたな卸資産について早期処分を進めた結果、利益率が低下いたし

ましたが、当社グループの主たる事業エリアである東日本の地方衛星都市を主体に潜在需要の掘り起こしに努めた

結果、売上高は 百万円（前年同期比 ％増）、営業損失は 百万円（前年同期は営業損失 百万

円）となりました。 

<不動産流動化事業> 

不動産流動化事業におきましては、新規物件開発は凍結し、たな卸資産の圧縮に努めております。その一環とし

て不稼働資産を売却いたしましたが、「たな卸資産処分損」として損失額を特別損失に計上しているため、売上高

は計上しておりません。なお、不動産流動化事業として保有しているたな卸資産に対し、資産の評価減を実施した

ことから営業損失として 百万円を計上しております（前年同期は売上高 百万円、営業損失 百万

円）。 

<不動産賃貸事業> 

不動産賃貸事業におきましては、安定的な賃貸収入の確保に努めております。この結果、売上高は 百万円

（前年同期比 ％減）、営業利益は 百万円（前年同期比 ％減）となりました。 

<その他の事業> 

その他の事業におきましては、販売代理事業における手数料収入は堅調に推移いたしましたが、子会社の内装工

事等の売上高が減少いたしました。この結果、売上高 百万円（前年同期比 ％減）、営業利益は 百万円

（前年同期比 ％減）となりました。 

１．経営成績

18.2
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② 次期の見通し 

世界的な金融市場の混乱に端を発し、急速に悪化した国内経済は一部で回復傾向の兆しが見え始めております

が、長期的な物価下落によるデフレや景気動向の不透明感から、所得・雇用情勢の悪化や円高の影響が懸念され、

依然として厳しい環境が継続するものと思われます。 

当社グループが直面するこのような厳しい事業環境の下、今後も当社グループが最も得意とする地方衛星都市を

中心とした分譲マンション事業に特化・経営資源の集中を継続し、販売費及び一般管理費の削減に努め、事業の安

定化を図ってまいる所存であります。 

したがって、平成23年12月期の当社グループ業績見通しは、売上高 百万円（前期比 ％減）、営業利益

百万円、経常利益 百万円、当期純利益 百万円を見込んでおります。 

なお、不動産流動化事業については、引き続き早期売却の方針でありますが、発表日現在において売却決定して

いるものがないため、業績見通しには織り込んでおりません。 

また、不動産業界におきましては急速な事業環境の変化が続いているため、短期間の業績予想を作成することが

困難であると判断し、当社グループの次期事業計画は通期ベースで作成しており、第２四半期累計期間の連結業績

予想については、予想が可能になった時点で速やかに開示いたします。 

  

※１．セグメント別売上は以下のとおりです。 

分譲マンション事業   百万円  

不動産賃貸事業      百万円  

その他の事業       百万円  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産・負債・純資産の状況 

当連結会計年度末の総資産は 百万円となり前連結会計年度末に比べ 百万円減少しております。これ

は、たな卸資産の減少によるものであります。 

当連結会計年度末における負債は 百万円となり前連結会計年度末に比べ 百万円減少しております。

これは、短期借入金、１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金の減少によるものであります。 

当連結会計年度末における純資産は、 百万円となり前連結会計年度末に比べ 百万円減少しております。こ

れは、剰余金の減少によるものであります。 

10,800 28.8

280 10 10

9,600

810

390

24,832 15,667

24,485 15,495

346 172
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② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、たな卸資産の減少、仕入債務の減

少、長期借入金の返済による支出等の要因により一部相殺されたものの、税金等調整前当期純損失・たな卸資産処

分損・債務買戻益を計上したことにより、前連結会計年度末に比べ 百万円減少し、当連結会計年度末には 百

万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動の結果、得られた資金は 百万円（前年同期比 ％減）となりました。

これは主に、たな卸資産処分損 百万円、債務買戻益 百万円を計上したことの他、たな卸資産の減少額

百万円並びに仕入債務の減少額 百万円によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動の結果、得られた資金は 百万円（前年同期は 百万円の使用）となりま

した。これは主に、拘束力のある普通預金の払戻による収入 百万円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動の結果、使用した資金は 百万円（前年同期は 百万円の使用）となり

ました。これは主に、短期借入金の減少額 百万円並び長期借入金の返済による支出 百万円によるもので

あります。 

当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

（注）各指標の内容  

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

期末における債務償還年数：有利子負債／（営業キャッシュ・フロー） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

＊株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

＊有利子負債は、連結貸借対照表上に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。 

＊営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書の計上されている「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」及び「支払利息」を用いております。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当連結会計年度における配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。昨年に引き続き、国内

外の景気先行き不透明な環境を背景に、当不動産業界を取り巻く環境は依然として厳しく、事業環境としては予断を

許せない状況が続いております。 

このような状況下において当社グループは、黒字転換を目指し、経営資源の集中・販管費等の大幅削減に努めなが

ら、事業・資金収支の安定化へ鋭意取り組んでおりますが、現環境を踏まえますと、無配との判断に達しました。ま

た、次期の配当につきましては未定であります。 

株主の皆様のご期待にお応え出来ないことにつきましては、心よりお詫び申し上げますとともに、株主の皆様をは

じめとしたお取引業者様・各金融機関様・エンドユーザーの皆様など、当社グループを取り巻く各ステークホルダー

の皆様のご支援に一日も早くお応え出来ますよう、役職員一丸となって一致団結し、鋭意努力を続けてまいる所存で

あります。 

182 589

7,754 13.8

2,588 4,407

11,048 1,718

1,077 676

937

9,014 9,977

1,377 7,520

  平成21年12月期 平成22年12月期 

自己資本比率（％）  1.3  1.4

時価ベースの自己資本比率（％）  2.8  5.2

債務償還年数（年）  3.9  2.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  10.5  11.3
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(4）事業等のリスク 

当社グループの経営成績、株価及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクについて、主な事項を記載して

おります。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資家の皆様の投資判断上、重要で

あると考えられる事項につきましては、投資家の皆様に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しておりま

す。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生した場合の対応に

努める所存であります。本項における将来に関する事項は、当決算短信公開時点（平成23年２月15日）現在において

当社グループが判断したものであります。当社グループの事業等に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影

響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項は以下のとおりであります。 

① 不動産市場リスクについて 

当社グループの主力事業である分譲マンション事業は、地価動向や競合他社の供給動向・価格動向の影響を受け

やすく、また景気悪化、金利上昇、不動産関連税制の変更など経済情勢の変化があった場合には住宅購入顧客の購

買意欲の減退や商品・保有資産等の価値が減少する可能性があり、これらは当社グループの業績及び財政状態に影

響を与える可能性があります。 

また、分譲マンションの建設については、施工会社との間で工事請負契約を締結して建物の建設工事を行ってお

り、施工会社が信用不安に陥った場合には工期遅延等の問題が発生し、当社グループの業績及び財政状態に影響を

与える可能性があります。 

② たな卸資産の評価に関する会計処理の適用について 

当社グループは、前連結会計年度より通常の販売目的で保有するたな卸資産については「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用された事に伴い、主として個別法による原価法

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）にて算定しております。そのため、当

社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

当連結会計年度におきましては、販売用不動産及び仕掛販売用不動産において 百万円の売上原価を計上して

おります。 

③ のれんの償却について 

当社グループはのれんの償却について効果の発現すると見積もられる期間で均等償却を行っております。 

買収事業の収益力が低下した場合や買収事業の撤退や売却等があった場合には、のれんの減損損失が発生し、当

社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

  

④ 有利子負債の依存について 

当社グループは、分譲マンション事業、不動産流動化事業を中心に事業を行い、事業用地の仕入資金は主に金融

機関からの借入により調達していることから、平成22年12月期末における借入金残高は 百万円、負債純資産

合計額に対する借入金の割合は ％となっております。  

これらの金融機関との取引関係は安定しておりますが、経済・金融情勢の変化により、急激な地価の変動や金利

の変動等が生じた場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。  

⑤ 純資産について 

当連結会計年度末における純資産額は、前連結会計年度末に比べ 百万円減少し、 百万円となりました。 

今後、当社グループといたしましては、分譲マンション事業への特化並びに経営資源の集中、販管費等の削減に

努めることで黒字化を図り、経営課題でもあります資本政策の検討も含め、純資産額の回復に努める方針でありま

す。 

しかし、経済・金融情勢の変化により、地価の変動や金利の変動等が生じ、さらに純資産額が減少した場合に

は、顧客や市場の当社グループに対する信用が低下し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能

性があります。 

400

21,838

87.9

172 346
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⑥ 財務制限条項について  

当社グループは、「注記事項（連結貸借対照表関係）６．」に記載のとおり、財務制限条項が付されているシン

ジケートローンが３件あります。 

平成20年12月期末時点において、株式会社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株式会社みずほ銀行、株式会

社三菱東京ＵＦＪ銀行をそれぞれエージェントとする４件のシンジケートローン契約に付されている財務制限条項

に抵触するとともに、平成21年５月27日には、当社グループが借り入れを行っている全取引金融機関に対して、同

日以降に期限が到来した借入金について、返済条件等の変更交渉が纏まるまでの間、資金残高維持要請を行なって

おります。 

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは当該状況を解消すべく、当社グループが最も得意とする地方衛星都市を中心とした分譲マンショ

ン事業への特化、不動産流動化事業に係る資産の早期売却、コスト削減プロジェクトチームの立ち上げによる販売

費及び一般管理費の大幅削減に努め、事業運営及び資金収支の安定化を図っております。 

また、当社グループは平成21年７月に上記内容を基本方針とした事業計画を策定し、取引先金融機関への説明を

行うとともに、各金融機関に対する返済条件の変更を依頼しておりましたが、平成22年11月に全取引金融機関へ更

なる条件変更を依頼しました。現在のところ、既に９割以上の金融機関より応諾を得ております。 

財務制限条項に抵触している件につきましては、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェントとするシンジケー

トローン契約について、シンジケート団を解散・相対取引に変更し、同行の債務の買戻しを行ったため解消してお

ります。その他の各シンジケートローン契約につきましては、期限の利益喪失の猶予の承諾を頂いており、上記の

返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予の延長を依頼しております。 

しかし、これらの対応策は全取引金融機関と協議しながら進めている段階であり、現時点では継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められます。 

  

⑦ 売上の計上時期による業績変動について 

当社グループの主たる事業である分譲マンション事業、内装工事事業では、購入者または発注者との売買契約成

立後、建物が竣工し、購入者または発注者へ引渡した時点で売上を計上しているため、その引渡時期により同一年

度内において売上高及び利益に偏りが生じる場合があります。過去の連結会計年度におきましては、引渡しが下半

期に行われた割合が高く売上高及び利益が下期に偏重しております。 

なお、当連結会計年度につきましては、年度内の偏重がなくなっております。 

また、マンション等の工事の遅延等により竣工、引渡時期の変動や購入者または発注者の都合等により引渡しが

遅延した場合には、売上計上時期が連結会計年度間において変動する可能性もあります。 

なお、将来的には引渡時期の平準化を目的とした仕入、受注及び販売体制を構築していくことを目標にしている

ため、上半期及び下半期の経営成績の偏重がなくなる可能性もあります。 

⑧ 事業用地の仕入れについて 

当社グループは、個人・法人・地方公共団体より事業用地を取得しており、仕入に際しては十分な事前調査を行

う方針であります。万一、汚染が認識された場合、専門業者による洗浄等の措置を講じることとしておりますが、

契約時までに認識しなかった瑕疵が工事の着工後等に明らかになる可能性があります。このような瑕疵につきまし

ては、契約上、売主責任を明示しておりますが、瑕疵の内容等によって売主責任を問えない場合には、工期の遅れ

や工事の追加費用、解約違約金、裁判費用等が生じ当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があり

ます。  

⑨ 分譲不動産の欠陥・瑕疵について  

マンションの建築工事については当社の基準により十分な建築技術を有する施工会社に発注を行うとともに、各

マンション着工時の施工技術検討会を始め、独自の設計基準・品質管理基準による厳格な品質管理体制及び設計・

施工の各段階において複数回のチェックを行うことなどで、耐震性を含めた建築基準法を遵守する体制を整備して

おります。 

しかしながら、当社グループが販売する不動産や請負工事において、設計・施工不良等の瑕疵を起因とした不測

の事態が発生し、当社グループの責任が問われた場合、補修工事や補償費等の負担が発生し、その内容や負担規模

によっては、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 
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⑩ 偶然不測の事故・自然災害について 

火災、破裂爆発、落雷、風ひょう雪災、水災、地震火災、地震破裂、地震倒壊、噴火及び津波並びに電気的事

故、機械的事故その他偶然不測の事故並びに戦争、暴動、騒乱、テロ等の災害により、当社グループが保有する物

件について滅失、劣化又は毀損し、その価値が影響を受ける可能性があります。また、偶然不測の事故・自然災害

により不動産に対する購入マインドが冷え込んだ結果、不動産需要が減り、当社グループの事業が影響を受ける可

能性があります。この様な場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。  

⑪ 法的規制等について 

当社グループは、宅地建物取引業者として宅地建物取引業法第三条に基づく宅地建物取引業者免許証（免許証番

号 国土交通大臣(4)第５３８１号 有効期間：平成20年９月14日から平成25年９月13日まで）、（免許証番号

国土交通大臣(2)第６９６４号 有効期間 平成21年11月19日から平成26年11月18日まで）の交付を受け、また建

設業者として建設業法第三条に基づく静岡県知事の許可（許可番号 （般－２２）第２０２１６号 有効期間：平

成22年６月28日から平成27年６月27日まで）を受け、不動産販売等を主に業務を行っております。加えて業務を進

めるにあたり、国土利用計画法・建築基準法・都市計画法・借地借家法・建物の区分所有等に関する法律等の規制

を受けております。当社グループは、宅地建物取引業法、建築基準法、国土利用計画法、都市計画法、借地借家

法、金融商品取引法、信託業法等各種法令の他、各自治体が制定した条例等による規制を受けるとともに、事業に

必要な免許・登録等を取得しております。  

また、監督官庁を国土交通大臣及び都道府県知事とする土地区画整理法・宅地造成等規制法・消防法・住宅品質

確保促進法・その他の関連条例等の規制を受けております。 

当社グループの主要な事業活動の継続には前述のとおり宅地建物取引業者免許が必要ですが、現時点において、

当社グループは宅地建物取引業法第五条及び第六十六条に定められる免許の取消または更新欠格の事由に該当する

事実はないと認識しております。また、同様に静岡県知事の許可につきましても、現時点において、建設業法第八

条及び第二十九条に定められる許可の取消または更新欠格の事由に該当する事実はないと認識しております。 

しかしながら、将来、何らかの理由により免許等の取消等があった場合には、当社グループの主要な事業活動に

支障をきたすとともに業績に重大な影響を与える可能性があります。  

⑫ 個人情報保護法について  

当社グループは、業務遂行上の必要性から、各事業において多くの個人情報を取り扱っております。これらの個

人情報に関しては、「個人情報の保護に関する法律」をはじめ関係する諸法令に則り適正な取得・管理・取扱いの

確保に努めております。 

しかしながら不測の事態により、万一、個人情報が外部へ漏洩した場合、当社グループの信用失墜等及びそれに

伴う売上高の減少や損害賠償費用の発生等により、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があり

ます。  

⑬ 人材の確保・育成について  

当社グループの将来の成長は優秀な人材をはじめとする特定の人的資源に大きく依存するため、不動産及び財務

分野における高い専門性と豊富な経験を有するプロフェッショナルな人材の確保と育成が不可欠な条件でありま

す。 

しかしながら、計画どおりに当社グループの求める人材が確保できない場合には、当社グループの業績及び今後

の事業推進に影響を及ぼす可能性があります。  

- 8 -

㈱サンシティ （８９１０）　平成22年12月期　決算短信



(5）継続企業の前提に関する重要事象等 

当社グループは前連結会計年度末に引き続き、厳しい事業環境が続いており、当連結会計年度においても、一

部のたな卸資産について早期処分を進めた結果、利益率が低下し、営業損失 百万円、経常損失 百万

円、当期純損失 百万円を計上いたしました。 

また、平成20年12月期末時点において、株式会社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株式会社みずほ銀

行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をそれぞれエージェントとする４件のシンジケートローン契約に付されている

財務制限条項に抵触するとともに、平成21年５月27日には、当社グループが借り入れを行っている全取引金融機

関に対して、同日以降に期限が到来した借入金について、返済条件等の変更交渉が纏まるまでの間、資金残高維

持要請を行っております。 

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは当該状況を解消すべく、当社グループが最も得意とする地方衛星都市を中心とした分譲マンシ

ョン事業への特化、不動産流動化事業に係る資産の早期売却、コスト削減プロジェクトチームの立ち上げによる

販売費及び一般管理費の大幅削減に努め、事業運営及び資金収支の安定化を図っております。 

また、当社グループは平成21年７月に上記内容を基本方針とした事業計画を策定し、取引先金融機関への説明

を行うとともに、各金融機関に対する返済条件の変更を依頼しておりましたが、平成22年11月に全取引金融機関

へ更なる条件変更を依頼しました。現在のところ、既に９割以上の金融機関より応諾を得ております。 

財務制限条項に抵触している件につきましては、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェントとするシンジケ

ートローン契約について、シンジケート団を解散・相対取引に変更し、同行の債務の買戻しを行ったため解消し

ております。その他の各シンジケートローン契約につきましては、期限の利益喪失の猶予の承諾を頂いており、

上記の返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予の延長を依頼しております。 

当社グループは引き続き、継続企業の前提に疑義を抱かせる事象または状況を解消すべく努めてまいります。 

1,408 2,064

176
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当社グループは、当社及び連結子会社２社により構成されており、分譲マンションの企画・販売、賃貸マンション

等の企画・販売、不動産賃貸事業、販売代理事業、内装工事を主たる業務としております。 

当社グループの事業系統図は、次のとおりです。 

  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

当社は会社設立以来、「人と人」「人と街」「人々の暮らし」－それらの快適な関係の創造を通じて社会に貢献す

ることを経営理念とし、分譲マンション事業及び不動産流動化事業の企画・販売に特化した事業展開を行い、発展し

てまいりました。 

全社的経営戦略の特徴といたしましては、まず、不動産流動化事業において、新規物件開発は行わず、在庫物件の

早期売却を進めてまいります。そして、当社グループが最も得意とする地方衛星都市を中心とした分譲マンション事

業に特化することにいたしました。グループの全資源を分譲マンション事業に集約し、多様化するニーズを的確に捉

えた商品企画と積極的な提案型営業を、常に顧客の立場に立った視点で行い、顧客満足を徹底的に追求することであ

ります。 

当社は、今後上場企業として、より一層の社会的使命・責任を果たし、併せて不動産業界並びに地域社会への発展

に寄与・貢献するべく、企業努力を行ってまいる所存であります。 

(2）目標とする経営指標 

当社は、早期に事業の安定化、損益および財務体質の改善を図るため、たな卸資産および有利子負債の削減に努め

てまいります。また、営業利益の確保を目標に販売費および一般管理費の大幅な削減等を行い、不動産流動化事業の

在庫物件の早期売却を進め、資金繰りの安定を図っていく所存であります。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

経営の基本方針を継続して具現化するため、分譲マンション事業への特化、営業・開発・管理部門の強化並びに組

織体制のスリム化を図り、下記目標の達成に向け全力で取り組んでまいります。 

① 東北地区マンション供給戸数第１位の地位確立。 

② 分譲マンション事業への特化。 

③ 潜在需要の掘り起こしを喚起する効率的な営業手法の強化。 

④ 不動産流動化事業の在庫物件早期売却。 

⑤ 人材の開発、教育の強化。 

⑥ コンプライアンスの遵守。 

⑦ 責任と権限を明確にした内部統制体制の強化。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

世界的な金融市場の混乱に端を発し、急速に悪化した国内経済は個人消費や企業収益の改善等に持ち直しなど、一

部で回復傾向の兆しがみられたものの、デフレの影響や雇用情勢の悪化懸念が依然残っており、景気先行き不透明感

は払拭できない状況であります。 

当社グループが直面するこのような厳しい事業環境の下、今後も当社グループが最も得意とする地方衛星都市を中

心とした分譲マンション事業に特化・経営資源の集中を継続し、販売費及び一般管理費の削減に努め、事業の安定化

を図ってまいる所存であります。 

また、当社グループは上記内容を基本方針とした事業計画を策定し、取引先金融機関への説明を行うとともに、各

金融機関に対する返済条件の変更を依頼し、既に９割以上の金融機関より応諾を得ております。 

財務制限条項に抵触している件につきましては、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェントとするシンジケート

ローン契約について、シンジケート団を解散・相対取引に変更し、同行の債務の買戻しを行ったため解消しておりま

す。その他の各シンジケートローン契約につきましては、期限の利益喪失の猶予の承諾を頂いており、上記の返済条

件の変更依頼と併せて、更なる猶予の延長を依頼しております。 

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

当社と当社の ％連結子会社である株式会社サンシティビルドは、平成23年１月１日付をもって当社を存続会社

とする吸収合併を行っております。 

なお、吸収合併に関する詳細内容につきましては、「４．連結財務諸表 注記事項 （重要な後発事象）」に記載

しております。  

３．経営方針

100
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※2  1,770 ※2  948

受取手形及び売掛金 70 93

販売用不動産 ※2  11,291 ※2  4,154

仕掛販売用不動産 ※2  15,793 ※2  8,944

未成工事支出金 67 17

貯蔵品 3 2

その他 330 222

貸倒引当金 △12 △26

流動資産合計 29,315 14,357

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※2  5,191 ※2  4,885

減価償却累計額 △224 △338

建物及び構築物（純額） 4,966 4,546

土地 ※2  5,068 ※2  4,985

その他 34 36

減価償却累計額 △27 △29

その他（純額） 7 6

有形固定資産合計 10,042 9,538

無形固定資産   

のれん 838 722

その他 16 14

無形固定資産合計 854 737

投資その他の資産   

投資有価証券 117 45

関係会社株式 ※1  0 ※1  0

その他 592 345

貸倒引当金 △423 △192

投資その他の資産合計 286 198

固定資産合計 11,183 10,474

資産合計 40,499 24,832
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び工事未払金 ※2,※5  2,520 ※5  801

短期借入金 ※2  4,655 ※2  4,888

1年内返済予定の長期借入金 ※2  24,776 ※2  16,056

未払法人税等 19 21

繰延税金負債 104 74

賞与引当金 － 7

その他 1,282 986

流動負債合計 33,358 22,837

固定負債   

社債 172 －

長期借入金 ※2  5,627 ※2  892

繰延税金負債 22 14

退職給付引当金 5 2

役員退職慰労引当金 296 263

その他 498 474

固定負債合計 6,622 1,648

負債合計 39,980 24,485

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,510 7,510

資本剰余金 1,286 1,286

利益剰余金 △6,910 △7,087

自己株式 △1,367 △1,367

株主資本合計 519 342

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2 4

繰延ヘッジ損益 △2 －

評価・換算差額等合計 0 4

純資産合計 519 346

負債純資産合計 40,499 24,832
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 19,964 15,164

売上原価 ※1  21,662 ※1  13,804

売上総利益又は売上総損失（△） △1,697 1,360

販売費及び一般管理費 ※2  3,508 ※2  2,768

営業損失（△） △5,205 △1,408

営業外収益   

受取利息 6 2

解約違約金収入 6 3

賃貸収入 66 105

金利スワップ評価益 22 4

匿名組合評価益 － 15

その他 26 14

営業外収益合計 128 145

営業外費用   

支払利息 854 687

支払手数料 13 92

賃貸原価 21 15

貸倒引当金繰入額 16 2

その他 8 3

営業外費用合計 913 801

経常損失（△） △5,990 △2,064

特別利益   

前期損益修正益 122 57

固定資産売却益 ※3  0 ※3  0

貸倒引当金戻入額 19 1

役員退職慰労引当金戻入額 － 32

債務買戻益 － 4,407

その他 3 7

特別利益合計 145 4,507

特別損失   

前期損益修正損 36 3

たな卸資産評価損 ※4  223 －

たな卸資産処分損 － ※8  2,588

固定資産売却損 ※5  28 ※5  49

固定資産除却損 ※6  1 ※6  0

減損損失 ※7  51 －

貸倒引当金繰入額 79 －

その他 18 18

特別損失合計 438 2,660

税金等調整前当期純損失（△） △6,283 △217

法人税、住民税及び事業税 10 7

法人税等還付税額 △95 －

法人税等調整額 252 △39

過年度法人税等戻入額 △7 △8

法人税等合計 160 △40

当期純損失（△） △6,443 △176
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,510 7,510

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,510 7,510

資本剰余金   

前期末残高 7,392 1,286

当期変動額   

利益剰余金から資本剰余金への振替 16 －

欠損填補 △6,122 －

当期変動額合計 △6,106 －

当期末残高 1,286 1,286

利益剰余金   

前期末残高 △6,573 △6,910

当期変動額   

当期純損失（△） △6,443 △176

利益剰余金から資本剰余金への振替 △16 －

欠損填補 6,122 －

当期変動額合計 △337 △176

当期末残高 △6,910 △7,087

自己株式   

前期末残高 △1,367 △1,367

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △1,367 △1,367

株主資本合計   

前期末残高 6,962 519

当期変動額   

当期純損失（△） △6,443 △176

当期変動額合計 △6,443 △176

当期末残高 519 342
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1 2

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 2

当期変動額合計 0 2

当期末残高 2 4

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △11 △2

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8 2

当期変動額合計 8 2

当期末残高 △2 －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △9 0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9 4

当期変動額合計 9 4

当期末残高 0 4

純資産合計   

前期末残高 6,953 519

当期変動額   

当期純損失（△） △6,443 △176

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9 4

当期変動額合計 △6,434 △172

当期末残高 519 346
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △6,283 △217

減価償却費 137 136

のれん償却額 115 115

ヘッジ損益（△は益） 22 △2

匿名組合評価益 △11 △15

減損損失 51 －

たな卸資産評価損 1,174 400

たな卸資産処分損 － 2,588

債務買戻益 － △4,407

投資有価証券評価損益（△は益） 0 0

関係会社株式評価損 9 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 74 8

賞与引当金の増減額（△は減少） △5 7

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5 △32

退職給付引当金の増減額（△は減少） △0 △2

受取利息及び受取配当金 △7 △2

支払利息 854 687

固定資産除却損 1 0

固定資産売却損益（△は益） 28 49

固定資産評価損 － 0

前期損益修正益 △122 △57

前期損益修正損 36 3

有価証券売却損益（△は益） 7 －

売上債権の増減額（△は増加） 867 △22

たな卸資産の増減額（△は増加） 14,713 11,048

前渡金の増減額（△は増加） 3 4

仕入債務の増減額（△は減少） △1,703 △1,718

前受金の増減額（△は減少） △240 △68

その他の資産の増減額（△は増加） 226 90

その他の負債の増減額（△は減少） △255 △39

その他の固定資産の増減額（△は増加） 39 8

その他 △39 22

小計 9,688 8,584

利息及び配当金の受取額 10 2

利息の支払額 △532 △814

法人税等の支払額 △175 △18

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,990 7,754
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △60 △97

定期預金の払戻による収入 60 77

別段預金の預入による支出 － △279

拘束力のある普通預金の預入による支出 △937 －

拘束力のある普通預金の払戻による収入 － 937

有形固定資産の取得による支出 △4 △14

無形固定資産の取得による支出 △2 －

有形固定資産の売却による収入 118 333

投資有価証券の取得による支出 △0 －

投資有価証券の売却による収入 45 101

貸付けによる支出 － △9

貸付金の回収による収入 9 28

その他の投資の取得による支出 △47 △4

その他の投資の回収による収入 142 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △676 1,077

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,275 △1,377

長期借入れによる収入 － 85

長期借入金の返済による支出 △7,599 △7,520

社債の償還による支出 △99 △199

配当金の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,977 △9,014

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,663 △182

現金及び現金同等物の期首残高 2,436 772

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  772 ※1  589
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継続企業の前提に関する事項

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当社グループは前連結会計年度において、サブプライ

ムローン問題に端を発した不動産に係る信用収縮等の影

響により不動産流動化事業における物件売却が進まず、

販売用不動産等の時価が大幅に下落し評価減を行ったこ

とから、営業損失1,273百万円、経常損失2,275百万円、

当期純損失13,638百万円を計上し、営業キャッシュ・フ

ローにおいても大幅なマイナスとなりました。 

当連結会計年度においても、営業キャッシュ・フロー

はプラスに転じたものの、引き続き不動産価格の下落に

より利益率が低下し、販売用不動産等の評価減を行った

ことから、営業損失5,205百万円、経常損失5,990百万

円、当期純損失6,443百万円を計上いたしました。 

また、株式会社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀

行、株式会社みずほ銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

をそれぞれエージェントとする４件のシンジケートロー

ン契約に付されている財務制限条項に抵触するととも

に、平成21年５月27日には、当社グループが借入を行っ

ている全取引金融機関に対して、同日以降に期限が到来

した借入金について、返済条件等の変更交渉が纏まるま

での間、資金残高維持要請を行っております。 

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような状況が存在しております。  

当社グループは当該状況を解消すべく、当社グループ

が最も得意とする地方衛星都市を中心とした分譲マンシ

ョン事業への特化、不動産流動化事業に係る資産の早期

売却、コスト削減プロジェクトチームの立ち上げによる

販売費及び一般管理費の大幅削減に努め、事業運営及び

資金収支の安定化を図ります。 

また、当社グループは上記内容を基本方針とした事業

計画を策定し、取引先金融機関への説明を行うととも

に、各金融機関に対する返済条件の変更を依頼し、既に

約８割に及ぶ金融機関より応諾を得ております。 

財務制限条項に抵触している件につきましても、各シ

ンジケートローン契約につき期限の利益喪失の猶予の承

諾を頂いておりますが、上記の返済条件の変更依頼と併

せて、更なる猶予の延長を依頼しております。 

しかし、これらの対応策は全取引金融機関と協議しな

がら進めている段階であり、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成して

おり、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

連結財務諸表に反映しておりません。 

当社グループは前連結会計年度末に引き続き、厳しい

事業環境が続いており、当連結会計年度においても、一

部のたな卸資産について早期処分を進めた結果、利益率

が低下し、営業損失 百万円、経常損失 百万

円、当期純損失 百万円を計上いたしました。 

また、平成20年12月期末時点において、株式会社三井

住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株式会社みずほ銀

行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をそれぞれエージェン

トとする４件のシンジケートローン契約に付されている

財務制限条項に抵触するとともに、平成21年５月27日に

は、当社グループが借り入れを行っている全取引金融機

関に対して、同日以降に期限が到来した借入金につい

て、返済条件等の変更交渉が纏まるまでの間、資金残高

維持要請を行っております。 

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような状況が存在しております。 

当社グループは当該状況を解消すべく、当社グループ

が最も得意とする地方衛星都市を中心とした分譲マンシ

ョン事業への特化、不動産流動化事業に係る資産の早期

売却、コスト削減プロジェクトチームの立ち上げによる

販売費及び一般管理費の大幅削減に努め、事業運営及び

資金収支の安定化を図っております。 

また、当社グループは平成21年７月に上記内容を基本

方針とした事業計画を策定し、取引先金融機関への説明

を行うとともに、各金融機関に対する返済条件の変更を

依頼しておりましたが、平成22年11月に全取引金融機関

へ更なる条件変更を依頼しました。現在のところ、既に

９割以上の金融機関より応諾を得ております。 

財務制限条項に抵触している件につきましては、株式

会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェントとするシンジケ

ートローン契約について、シンジケート団を解散・相対

取引に変更し、同行の債務の買戻しを行ったため解消し

ております。その他の各シンジケートローン契約につき

ましては、期限の利益喪失の猶予の承諾を頂いており、

上記の返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予の延長

を依頼しております。 

しかし、これらの対応策は全取引金融機関と協議しな

がら進めている段階であり、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成して

おり、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

連結財務諸表に反映しておりません。  

1,408 2,064

176
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数   ２社 

連結子会社名 

株式会社 サンシティビルド 

株式会社 サンシティネクスト 

株式会社サンシティネクスト(旧株式

会社地建)は、平成21年４月１日付で

商号変更を行っております。 

(1）連結子会社の数   ２社 

連結子会社名 

株式会社 サンシティビルド 

株式会社 サンシティネクスト 

  (2）主要な非連結子会社の名称 

株式会社サンシティリセール 

(2）主要な非連結子会社の名称 

株式会社サンシティリセール 

  （連結の範囲から除外した理由） 

非連結子会社の総資産、売上高、当

期純利益及び利益剰余金等がいずれも

少額であり、全体として連結財務諸表

に重要な影響を及ぼさないものである

ため、連結の範囲から除外しておりま

す。 

（連結の範囲から除外した理由） 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用しない非連結子会社及び関連

会社のうち主な会社の名称 

株式会社サンシティリセール 

持分法を適用しない非連結子会社及び関連

会社のうち主な会社の名称 

株式会社サンシティリセール 

  （持分法を適用していない理由） 

持分法を適用していない非連結子会社

は、当期純利益及び利益剰余金等がいず

れも少額であり、全体として連結財務諸

表に重要な影響を及ぼさないものである

ため、持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

（持分法を適用していない理由） 

同左  

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

従来、連結子会社のうち株式会社サンシ

ティビルドの決算日は11月30日であり、同

日現在の財務諸表を基礎とし、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりましたが、当

連結会計年度より同社の決算日を連結決算

日である12月31日に統一することを目的に

変更したため、同社については、平成20年

12月１日から平成21年12月31日までの13ヶ

月決算となっております。 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  

  

(1）有価証券 

その他有価証券 

① 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

  

  

(1）有価証券 

その他有価証券 

① 時価のあるもの 

同左 

  ② 時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用して

おります。 

なお、匿名組合契約に基づく出資

（金融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報告日

に応じて入手可能な最近の決算書類を

基礎とし、損益の純額に対する持分相

当額を取込む方法によっております。

② 時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

① 販売用不動産、仕掛販売用不動産及

び未成工事支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿

価切り下げの方法により算定）を採用

しております。 

(2）たな卸資産 

① 販売用不動産、仕掛販売用不動産及

び未成工事支出金 

同左 

  ② 貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しておりま

す。 

② 貯蔵品 

同左 

  (3）デリバティブ取引  

  時価法を採用しております。 

(3）デリバティブ取引  

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法によっております。 

  ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

  建物及び構築物 ８年～50年  

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (3）リース資産  

  所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年

12月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(3）リース資産  

同左 

  (4）長期前払費用 

 定額法によっております。 

(4）長期前払費用 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）    ――――――─── (2）賞与引当金 

  従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち、当連結会計

年度の負担に属する部分を計上しており

ます。  

  (3）退職給付引当金  

  当社及び連結子会社は、従業員の退職

給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける簡便法（期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法）による退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、

連結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

(3）退職給付引当金  

同左 

  (4）役員退職慰労引当金  

  当社及び連結子会社１社は、役員の退

職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金  

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

(4）重要なヘッジ会計の方

法 

(1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ取引  

ヘッジ対象：借入金利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

  将来の借入金の金利上昇リスクに対

し、借入額の範囲内で金利スワップ取引

によりヘッジを行う方針であります。 

また、ヘッジ会計の中止に伴って発生

した評価差額は、ヘッジ対象の満期まで

の期間にわたって金利の調整として各期

の損益に配分しております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計を比較し、両者の変動額等

を基礎にして、ヘッジ有効性を評価して

おります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

  (2）    ───────── (2）連結納税制度の適用 

当連結会計年度から連結納税制度を適

用しております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．のれんの償却に関する事

項 

のれんの償却については、その効果が発

現すると見積られる期間（主として10年）

で均等償却を行っております。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（重要な資産の評価基準及び評価の変更の方法） 

（販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出

金） 

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、

従来、個別法による原価法によっておりましたが、当

連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適

用されたことに伴い、個別法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）により算定しております。 

これにより当連結会計年度の営業損失、経常損失は

951百万円、税金等調整前当期純損失は1,174百万円増

加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。 

───────── 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引において

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より「リース取

引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年

１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。 

これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前当

期純損失に与える影響はありません。 

───────── 
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表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（連結貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）が適用になることに伴い、前連結会計年

度において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「販売用不動産」「仕掛販売用

不動産」「未成工事支出金」「貯蔵品」に区分掲記して

おります。 

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「販売用不動産」「仕掛販売用不動産」「未成工事支出

金」「貯蔵品」はそれぞれ14,895百万円、27,832百万

円、312百万円、３百万円であります。 

───────── 

（連結損益計算書） 

「金利スワップ評価益」は、前連結会計年度まで営業

外収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

連結会計年度において、営業外収益の総額の100分の10を

超えたため、区分表記しました。 

なお、前連結会計年度の「金利スワップ評価益」は23

百万円であります。 

（連結損益計算書） 

「匿名組合評価益」は、前連結会計年度まで営業外収

益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結

会計年度において、営業外収益の総額の100分の10を超え

たため、区分表記しました。 

なお、前連結会計年度の「匿名組合評価益」は 百万

円であります。 

11
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成22年12月31日現在） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

  （百万円）

関係会社株式  0

  （百万円）

関係会社株式  0

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

  上記の他連結上相殺消去しております関係会社株式

4,111百万円があります。 

  （百万円）

普通預金   937

販売用不動産   8,940

仕掛販売用不動産   15,618

建物及び構築物   4,904

土地   5,047

計  35,449

  上記の他連結上相殺消去しております関係会社株式

百万円があります。 

担保付債務は次のとおりであります。 

  なお、上記のほか、不動産売却取引の一部を金融取

引として会計処理したため、担保に供している資産及

び担保付債務として処理したものは次のとおりであり

ます。 

  （百万円）

現金及び預金  279

販売用不動産   2,662

仕掛販売用不動産   8,651

建物及び構築物   4,479

土地   4,964

計  21,036

4,111

  （百万円）

短期借入金  2,242

１年内返済予定の長期借入金  13,719

長期借入金   769

計   16,731

  （百万円）

販売用不動産  1,187

仕掛販売用不動産   229

計   1,416

  （百万円）

短期借入金  904

長期借入金  116

計   1,021

担保付債務は次のとおりであります。 

  （百万円）

支払手形及び工事未払金  2,423

短期借入金  4,256

１年内返済予定の長期借入金  20,197

長期借入金   5,529

計   32,408

  なお、上記のほか、不動産売却取引の一部を金融取

引として会計処理したため、担保に供している資産及

び担保付債務として処理したものは次のとおりであり

ます。 

  （百万円）

販売用不動産  885

計   885

  （百万円）

短期借入金  348

長期借入金  83

計   432

３．受取手形の期末裏書高は、19百万円であります。 ３．受取手形の期末裏書高は、９百万円であります。 

４. 偶発債務 

  分譲マンション購入者の住宅ローンに対して債務保

証を行っております。 

４. 偶発債務 

  分譲マンション購入者の住宅ローンに対して債務保

証を行っております。 

保証先 金額(百万円) 

個人（７名）  21

保証先 金額(百万円) 

個人（６名）  10
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前連結会計年度 
（平成21年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成22年12月31日現在） 

※５．連結会計年度末日満期手形 

  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高

に含まれております。  

（流動負債の「支払手形及び工事未払金」に含まれ

ております。）  

  （百万円）

支払手形  8

計  8

※５．連結会計年度末日満期手形 

  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高

に含まれております。  

（流動負債の「支払手形及び工事未払金」に含まれ

ております。）  

  （百万円）

支払手形  6

計  6

 ６．財務制限条項 

(1）当社は、株式会社三井住友銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加行４行、返済期限平

成23年９月30日、当連結会計年度末借入金残高

百万円）を締結しております。当該契約には、下記の

財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、

多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知があれ

ば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利息及

び精算金等を支払う義務を負っております。 

3,832

 ６．財務制限条項 

(1）当社は、株式会社三井住友銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加行４行、返済期限平

成23年９月30日、当連結会計年度末借入金残高

百万円）を締結しております。当該契約には、下記の

財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、

多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知があれ

ば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利息及

び精算金等を支払う義務を負っております。 

3,832

① 各年度の決算日における単体の貸借対照表における

自己資本（純資産の部の合計金額から新株予約権及び

繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額）の合計金

額を、平成17年12月の本決算期の末日における自己資

本の合計金額の75％、または直前決算期末の自己資本

の合計金額の75％以上のいずれか高いほうに維持する

こと。 

① 各年度の決算日における単体の貸借対照表における

自己資本（純資産の部の合計金額から新株予約権及び

繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額）の合計金

額を、平成17年12月の本決算期の末日における自己資

本の合計金額の ％、または直前決算期末の自己資本

の合計金額の ％以上のいずれか高いほうに維持する

こと。 

75

75

② 各年度の決算期の末日の報告書等に記載される連結

損益計算書及び単体の損益計算書における経常損益を

損失としないこと。 

   なお、当連結会計年度末で財務制限条項に抵触して

いる件につきましては、「継続企業の前提に関する事

項」に記載の通り、期限の利益の喪失の猶予は頂いて

おりますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶

予の依頼をしております。 

② 各年度の決算期の末日の報告書等に記載される連結

損益計算書及び単体の損益計算書における経常損益を

損失としないこと。 

  なお、平成20年12月期末時点において、財務制限条

項に抵触している件につきましては、「継続企業の前

提に関する事項」に記載のとおり、期限の利益の喪失

の猶予は頂いておりますが、返済条件の変更依頼と併

せて、更なる猶予の依頼をしております。 
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前連結会計年度 
（平成21年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成22年12月31日現在） 

(2）当社は、株式会社あおぞら銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加金融機関等９社、返

済期限平成22年６月30日、当連結会計年度末借入金残

高 百万円）を締結しております。当該契約には

下記の財務制限条項が付されており、これに抵触した

場合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知

があれば、借入金並びに利息及び精算金等を支払う義

務を負っております。 

4,006

(2）当社は、株式会社あおぞら銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加行１行、返済期限平

成23年６月30日、当連結会計年度末借入金残高 百

万円）を締結しております。当該契約には下記の財務

制限条項が付されており、これに抵触した場合、多数

貸付人の請求に基づくエージェントの通知があれば、

借入金並びに利息及び精算金等を支払う義務を負って

おります。 

173

① 各事業年度の末日における連結及び単体の貸借対照

表における純資産の部の金額（但し、連結の貸借対照

表においては純資産の部の金額から繰延ヘッジ損益、

新株予約権及び少数株主持分を控除した金額であり、

単体の貸借対照表においては純資産の部の金額から繰

延ヘッジ損益及び新株予約権を控除した金額をい

う。）を直前の事業年度のそれぞれ連結及び単体の貸

借対照表における純資産の部の金額の75％以上に維持

すること。 

① 各事業年度の末日における連結及び単体の貸借対照

表における純資産の部の金額（但し、連結の貸借対照

表においては純資産の部の金額から繰延ヘッジ損益、

新株予約権及び少数株主持分を控除した金額であり、

単体の貸借対照表においては純資産の部の金額から繰

延ヘッジ損益及び新株予約権を控除した金額をい

う。）を直前の事業年度のそれぞれ連結及び単体の貸

借対照表における純資産の部の金額の ％以上に維持

すること。 

75

② 各事業年度の末日にかかる連結及び単体の損益計算

書上の営業損益及び経常損益がそれぞれ営業損失及び

経常損失とならないこと。 

 なお、当連結会計年度末で財務制限条項に抵触して

いる件につきましては、「継続企業の前提に関する事

項」に記載の通り、期限の利益の喪失の猶予は頂いて

おりますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶

予の依頼をしております。 

② 各事業年度の末日にかかる連結及び単体の損益計算

書上の営業損益及び経常損益がそれぞれ営業損失及び

経常損失とならないこと。 

 なお、平成22年11月に平成23年６月30日までの返済

期限の延長と併せ、財務制限条項についての適用停止

による期限の利益喪失の猶予を依頼し、既に承諾を頂

いております。 
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前連結会計年度 
（平成21年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成22年12月31日現在） 

(3）当社は、株式会社みずほ銀行をエージェントとする

シンジケートローン契約（参加金融機関等８社、返済

期限平成24年６月25日、当連結会計年度末借入金残高

百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知が

あれば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利

息及び精算金等を支払う義務を負っております。 

2,487

(3）当社は、株式会社みずほ銀行をエージェントとする

シンジケートローン契約（参加金融機関等８社、返済

期限平成24年６月25日、当連結会計年度末借入金残高

百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知が

あれば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利

息及び精算金等を支払う義務を負っております。 

1,170

① 平成19年６月以降の決算期の末日および中間決算の

日において、以下の各号の条件を充足すること。 

① 平成19年６月以降の決算期の末日および中間決算の

日において、以下の各号の条件を充足すること。 

Ⅰ 貸借対照表（連結ベース）の純資産の部の金額を

平成18年12月決算期末日における貸借対照表（連結

ベース）の純資産の部の金額以上に維持すること。

Ⅰ 貸借対照表（連結ベース）の純資産の部の金額を

平成18年12月決算期末日における貸借対照表（連結

ベース）の純資産の部の金額以上に維持すること。

Ⅱ 貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の金額を

平成18年12月決算期末日における貸借対照表（単体

ベース）の純資産の部の金額以上に維持すること。

Ⅱ 貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の金額を

平成18年12月決算期末日における貸借対照表（単体

ベース）の純資産の部の金額以上に維持すること。

② 平成19年12月以降の決算期の末日において、以下の

各号の条件を充足すること。 

② 平成19年12月以降の決算期の末日において、以下の

各号の条件を充足すること。 

Ⅰ 損益計算書（連結ベース）の経常損益につき、２

期連続して損失を計上しないこと。 

Ⅰ 損益計算書（連結ベース）の経常損益につき、２

期連続して損失を計上しないこと。 

Ⅱ 損益計算書（単体ベース）の経常損益につき、２

期連続して損失を計上しないこと。 

Ⅱ 損益計算書（単体ベース）の経常損益につき、２

期連続して損失を計上しないこと。 

 なお、当連結会計年度末で財務制限条項に抵触して

いる件につきましては、「継続企業の前提に関する事

項」に記載の通り、期限の利益の喪失の猶予は頂いて

おりますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶

予の依頼をしております。 

 なお、平成20年12月期末時点において、財務制限条

項に抵触している件につきましては、「継続企業の前

提に関する事項」に記載のとおり、期限の利益の喪失

の猶予は頂いておりますが、返済条件の変更依頼と併

せて、更なる猶予の依頼をしております。 
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前連結会計年度 
（平成21年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成22年12月31日現在） 

(4）当社は、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェン

トとするシンジケートローン契約（参加行３行、返済

期限平成22年４月30日、当連結会計年度末借入金残高

百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づきエージェントの通知が

あれば、借入金並びに利息及び精算金等を支払う義務

を負っております。 

3,239

(4）      ─────────        

① 各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表に

おける純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算

期の末日における単体の貸借対照表における純資産の

部の金額以上にそれぞれ維持すること。 

  

② 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表に

おける純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算

期の末日における連結の貸借対照表における純資産の

部の金額以上にそれぞれ維持すること。 

  

③ 各年度の決算期に係る単体の損益計算書上の経常損

益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこと。 

 

  

④ 各年度の決算期に係る連結の損益計算書上の経常損

益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこと。 

  

 なお、当連結会計年度末で財務制限条項に抵触して

いる件につきましては、「継続企業の前提に関する事

項」に記載の通り、期限の利益の喪失の猶予は頂いて

おりますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶

予の依頼をしております。 
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１．販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出

金は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次

のたな卸資産評価損が売上原価に含まれております。

※１．販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出

金は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次

のたな卸資産評価損が売上原価に含まれております。

  百万円 951   百万円 400

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のと

おりであります。 

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のと

おりであります。 

  （百万円）

給料手当   855

退職給付費用   62

広告宣伝費  481

支払手数料  310

減価償却費  12

  （百万円）

給料手当   855

賞与引当金繰入額  6

退職給付費用   48

広告宣伝費  293

減価償却費  10

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  （百万円）

その他  0

 計  0

  （百万円）

その他  0

 計  0

※４．たな卸資産評価損の内訳は次のとおりであります。 ※４．       ───────── 

  （百万円）

販売用不動産  223

 計  223

  

※５．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※５．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

  （百万円）

土地  7

建物及び構築物  21

 計  28

  （百万円）

土地  6

建物及び構築物  42

その他  0

 計  49

※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  （百万円）

建物及び構築物  0

その他  0

 計  1

  （百万円）

建物及び構築物  0

その他  0

 計  0
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前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

※７．固定資産減損損失 

 当連結会計年度において、以下の資産グループにつ

いて固定資産減損損失を計上しました。 

※７．       ─────────       

  （百万円）

場所又は会社 用途 金額 種類 

宮城県仙台

市泉区 

賃貸用

不動産 
 51 土地 

 計  51   

  

 当社グループは、原則として賃貸用資産について

は、個別資産ごとにグルーピングを行い、それ以外の

共用資産又はのれんについて、事業部門等のより大き

な単位でグルーピングしております。 

 賃貸用不動産については、不動産賃貸事業として保

有していた不動産の売却を決定したことにより帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を固定資産

減損損失として特別損失に計上しました。 

 なお、資産の回収可能価額は、正味売却価額を適用

し、売却契約に基づく金額で評価しております。  

  

※８．       ───────── ※８．たな卸資産処分損の内訳は次のとおりであります。

    （百万円）

仕掛販売用不動産  2,588

 計  2,588
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前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 該当事項はありません。 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末 
株  式  数  (株 ) 

当連結会計年度 
増加株式数(株) 

当連結会計年度 
減少株式数(株) 

当連結会計年度末
株  式  数  (株 )

発行済株式         

普通株式  537,964.00  －  －  537,964.00

合計  537,964.00  －  －  537,964.00

自己株式         

普通株式  26,866.00  －  －  26,866.00

合計  26,866.00  －  －  26,866.00

  
前連結会計年度末 
株  式  数  (株 ) 

当連結会計年度 
増加株式数(株) 

当連結会計年度 
減少株式数(株) 

当連結会計年度末
株  式  数  (株 )

発行済株式         

普通株式  537,964.00  －  －  537,964.00

合計  537,964.00  －  －  537,964.00

自己株式         

普通株式  26,866.00  －  －  26,866.00

合計  26,866.00  －  －  26,866.00
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年12月31日現在） 

  

  （百万円）

現金及び預金勘定  1,770

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △60

拘束力のある普通預金  △937

現金及び現金同等物  772

  （百万円）

現金及び預金勘定  948

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △80

別段預金  △279

現金及び現金同等物  589
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

いずれも取引開始日が平成20年12月31日以前であり、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おり、その内容は次のとおりであります。 

(1）借主側 

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額  

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

いずれも取引開始日が平成20年12月31日以前であり、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おり、その内容は次のとおりであります。 

(1）借主側 

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額  

  
取得価額 
相 当 額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相 当 額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

 31  18  12

有形固定資産 
その他 
（器具及び備
品）  

 97  56  40

合計  129  75  53

  
取得価額 
相 当 額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高
相 当 額
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

 31  24  7

有形固定資産 
その他 
（器具及び備
品）  

 78  52  25

合計  110  77  33

  ② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  ② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内  21

１年超  34

合計  55

  （百万円）

１年内  18

１年超  16

合計  34

  ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び支払利息相当額、減損損失 

  ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び支払利息相当額、減損損失 

  （百万円）

支払リース料  27

減価償却費相当額  25

支払利息相当額  2

  （百万円）

支払リース料  22

減価償却費相当額  20

支払利息相当額  1

  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

  ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料 

  （百万円）

１年内  3

１年超  5

合計  8

  （百万円）

１年内  2

１年超  2

合計  5

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 
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当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については、流動性を重視し、短期的な預金等に限定しており、資金調達につい

ては、個別事業の状況に応じて金融機関等からの借入による方針であります。またデリバティブ取引について

は、事業に係る資産及び負債に関する金利の変動等のリスクヘッジを目的とし、投機的な取引は行わない方針

であります。なお、当連結会計年度中において、以前より継続していたデリバティブ取引は、そのすべてを終

了しております。 

(2）金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、その全てが1年以内の支払期日であります。 

借入金は、主に事業用地の取得資金及び建築費の支払いに係る資金調達であります。変動金利の借入金は、

金利の変動リスクに晒されております。 

(3）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 

当社グループは営業債権について、取引先ごとに期日及び残高を管理し、財政状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握を図っております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社グループは、投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。また、資金調達時には、金利変動動向

の確認または他の金融機関との金利比較を行っております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク 

当社グループは、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価額が無い場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。 

（金融商品関係）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年12月31日における連結貸借対照表上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

（資産） 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

(3）投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は金融機関等か

ら提示された価格によっております。 

（負債） 

(1）支払手形及び工事未払金、(2）短期借入金、(3）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

(4）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 

これらの時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

   上記については、市場価格が無く、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3）投資有

価証券」には含めていません。 

  

(追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。  

  連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）現金及び預金  948  948  －

(2）受取手形及び売掛金   93  93  －

(3）投資有価証券     

その他有価証券   8  8  －

資産計  1,051  1,051  －

(1）支払手形及び工事未払金  801  801  －

(2）短期借入金   4,888  4,888  －

(3）未払法人税等   21  21  －

(4）長期借入金（１年内返済予定 

の長期借入金を含む）  

 16,949  16,884  △64

負債計  22,661  22,596  △64

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式  11

匿名組合出資金  25

関係会社株式  0
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１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）  その他有価証券で時価のある株式等の減損処理にあたっては、当該連結会計年度末日の時価が取得原価の70％

以下の銘柄についてその適用対象としております。ただし、当該期末日の時価が取得原価の70％以下、50％超の

銘柄については、過去１年間を通じて時価が取得原価の70％以下である場合に減損処理を行うこととしておりま

す。 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券  

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（有価証券関係）

  

種類 

前連結会計年度 
（平成21年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成22年12月31日現在） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式  2  4  2  2  8  6

(2）債券  －  －  －  －  －  －

(3）その他  0  0  0  －  －  －

小計  2  4  2  2  8  6

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式  1  0  △0  －  －  －

(2）債券  －  －  －  －  －  －

(3）その他  －  －  －  0  0  △0

小計  1  1  △0  0  0  △0

合計  3  6  2  2  8  6

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

  53   －   7   101   0   －

種 類 

前連結会計年度 
（平成21年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成22年12月31日現在） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券            

非上場株式  11  11

非上場債券  100  －

その他  －  25

(2）関係会社株式  0  0
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４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

１．取引の状況に関する事項 

  

前連結会計年度（平成21年12月31日） 当連結会計年度（平成22年12月31日）

１年以内 
（百万円） 

１ 年 超
５年以内 
（百万円）

５ 年 超
10年以内 
（百万円）

1 0 年 超
（百万円）

１年以内
（百万円）

１ 年 超 
５年以内 
（百万円） 

５ 年 超 
10年以内 
（百万円）

1 0 年 超
（百万円）

１．債券                 

(1）社債  － － 100 － －  － － －

２．その他  － － － － －  － － －

合計  － － 100 － －  － － －

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

(1）取引の内容 

金利スワップ取引 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針で

あります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

デリバティブ取引は、借入金利の将来の上昇リスクを

回避する目的で利用しております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。  

なお、一部の金利スワップ取引については、ヘッ

ジ会計の適用要件を充足しなくなったものについて

は、ヘッジ会計の適用を中止しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：借入金利息  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

将来の借入金の金利上昇リスクに対し、借入額の

範囲内で金利スワップ取引によりヘッジを行う方針

であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘ

ッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を

評価しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

当社が利用している金利スワップ取引は、変動金利を

固定金利に交換するものであるため、将来の市場金利変

動リスクはほとんどないと判断しております。 

なお、デリバティブ取引の契約先は信用度の高い国内

の銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスクは

ほとんどないと認識しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の実行及び管理は、取引権限及び取

引限度額等を定めた「デリバティブ取引管理規程」に従

い、管理本部長の決裁により実行しております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 
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２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の種類、契約額等、時価及び評価損益 

（金利関連） 

（注）１．時価の算定方法 

取引金融機関から提示された価格によっております。  

２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

１．採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度、規約型確定給付企業年金制度及び厚生年金基金制

度を併用しております。なお、厚生年金基金制度は、全国宅地開発厚生年金基金に加入しております。  

当連結会計年度において、当社は適格退職年金制度を廃止し、平成20年４月１日より確定給付企業年金法に基づ

く規約型確定給付企業年金制度に移行しております。  

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。  

(1）制度全体の積立状況に関する事項（平成22年３月31日現在）  

   

(2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合 

   前連結会計年度 ％（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

   当連結会計年度 ％（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

(3）補足説明 

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 百万円及び当年度剰余金（△不足金）

百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は、期間12年の元利均等償却であります。 

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。 

  

区分 種類 

前連結会計年度末（平成21年12月31日） 当連結会計年度末（平成22年12月31日）

契約額等 
（百万円） 

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外

の取引 

金利スワップ取引                                                 

受取変動・支払固定  1,000  1,000  △3  8  －  －  －  －

受取変動・支払変動  －  －  －  －  －  －  －  －

受取固定・支払固定  500  500  0  15  －  －  －  －

合計  1,500  1,500  △2  23  －  －  －  －

（退職給付関係）

  
前連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成22年３月31日）  

年金資産の額 百万円  24,189 百万円  27,348

年金財政計算上の給付債務の額  百万円  38,361 百万円  33,747

差引額 百万円  △14,171 百万円  △6,398

2.73

2.31

908

△5,490
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２．退職給付債務に関する事項 

 （注）１．当社及び連結子会社は退職給付債務算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２．当社及び連結子会社は総合設立型の厚生年金基金に加入しており、自社の拠出に対応する年金資産の額を合

理的に計算できないため、当該厚生年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。 

 なお、掛金拠出割合により計算した年金資産の額は次のとおりであります。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

  
前連結会計年度 

（平成21年12月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成22年12月31日現在） 

(1）退職給付債務（百万円）  △40  △42

(2）年金資産（百万円）  40  40

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円）  0  △2

(4）前払年金費用（百万円）  －  0

(5）退職給付引当金（百万円）  0  △2

前連結会計年度 649百万円 当連結会計年度 百万円 627

  
前連結会計年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

退職給付費用（百万円）  61  58

(1）勤務費用（百万円）  61  58

（ストック・オプション等関係）
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前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 当社及び連結子会社では、東北エリア及び首都圏を中心に賃貸住宅や商業施設等（土地を含む。）を所有しておりま

す。平成22年12月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は

売上原価に計上）、固定資産売却損は 百万円（特別損失に計上）であります。 

 また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

 （注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は不動産売却 百万円であります。 

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価等に基づく金

額、その他の土地については適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて調整した金額、その他

の物件の建物等については連結貸借対照表計上額をもって時価としております。 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11月28

日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号 平成20年11月

28日）を適用しております。  

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成21年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成22年12月31日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産） （百万円）

役員退職慰労引当金損金不算入額  120

貸倒引当金繰入限度超過額  104

繰越欠損金  7,087

その他  200

繰延税金資産小計  7,512

評価性引当額  △7,512

繰延税金資産計  －

（繰延税金負債）   

 その他  127

繰延税金負債計  127

繰延税金負債の純額  △127

（繰延税金資産） （百万円）

役員退職慰労引当金損金不算入額  106

貸倒引当金繰入限度超過額  69

繰越欠損金  7,083

その他  92

繰延税金資産小計  7,351

評価性引当額  △7,351

繰延税金資産計  －

（繰延税金負債）   

 その他  88

繰延税金負債計  88

繰延税金負債の純額  △88

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

当連結会計年度につきましては、税金等調整前当期純

損失を計上しているため、記載を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

同左 

（企業結合等関係）

（賃貸等不動産関係）

464

48

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価 

（百万円） 前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

 9,784  △497  9,287  9,087

382
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前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な商品 

(1）分譲マンション事業・・・・・・分譲マンションの企画・開発・販売 

(2）不動産流動化事業・・・・・・・賃貸用マンションや商業施設の企画・開発・売却または中古オフィスビ

ル等の買取り、売却 

(3）不動産賃貸事業・・・・・・・・賃貸用マンションや商業施設等の賃貸業務 

(4）その他の事業・・・・・・・・・分譲マンションの販売代理収入及び内装工事等 

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用は264百万円であり、その主なものは、

親会社の管理部門に係る費用です。 

４．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は1,649百万円であり、その主なものは、当社

での余資金運用資金（現預金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

５．会計処理の変更の方法 

  （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「分譲マンション事業」で578百万円、「不動産流動化事業」

で362百万円営業損失がそれぞれ増加し、「その他の事業」で９百万円営業利益が減少しております。  

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
分譲マンシ
ョ ン 事 業 
（百万円） 

不 動 産
流動化事業
（百万円）

不 動 産
賃 貸 事 業
（百万円）

そ の 他 の
事 業
（百万円）

計 
（百万円） 

消 去 
または全社 
（百万円） 

連 結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益                                          

売上高                                          

(1）外部顧客に対する売上

高 
 12,850  4,705  877  1,531  19,964  －  19,964

(2）セグメント間の内部売

上高または振替高 
 －  －  －  427  427 (427)  －

計  12,850  4,705  877  1,958  20,391 (427)  19,964

営業費用  14,993  8,351  396  1,495  25,237 (66)  25,170

営業利益又は営業損失

（△） 
 △2,142  △3,645  480  462  △4,845  (360)  △5,205

Ⅱ．資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出 
                                         

資産  19,632  8,948  9,870  398  38,850  1,649  40,499

減価償却費  8  0  124  1  134  3  137

減損損失   －  －  51  －  51  －  51

資本的支出  6  －  0  0  7  3  10
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当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な商品 

(1）分譲マンション事業・・・・・・分譲マンションの企画・開発・販売 

(2）不動産流動化事業・・・・・・・賃貸用マンションや商業施設の企画・開発・売却または中古オフィスビ

ル等の買取り、売却 

(3）不動産賃貸事業・・・・・・・・賃貸用マンションや商業施設等の賃貸業務 

(4）その他の事業・・・・・・・・・分譲マンションの販売代理収入及び内装工事等 

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用は 百万円であり、その主なものは、

親会社の管理部門に係る費用です。 

４．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は 百万円であり、その主なものは、当社で

の余資金運用資金（現預金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が100％のため所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が100％のため所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

海外売上高がないため海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

海外売上高がないため海外売上高の記載を省略しております。 

  
分譲マンシ
ョ ン 事 業 
（百万円） 

不 動 産
流動化事業
（百万円）

不 動 産
賃 貸 事 業
（百万円）

そ の 他 の
事 業
（百万円）

計 
（百万円） 

消 去 
または全社 
（百万円） 

連 結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益                                          

売上高                                          

(1）外部顧客に対する売上

高 
 13,537  －  813  813  15,164  －  15,164

(2）セグメント間の内部売

上高または振替高 
 －  －  －  77  77  (77)  －

計  13,537  －  813  891  15,242  (77)  15,164

営業費用  15,195  179  363  810  16,548  24  16,572

営業利益又は営業損失

（△） 
 △1,658  △179  450  81  △1,305  (102)  △1,408

Ⅱ．資産、減価償却費、資本

的支出 
                                         

資産  9,784  4,752  9,379  244  24,160  671  24,832

減価償却費  8  －  124  1  133  2  136

資本的支出  2  －  12  0  14  0  14

200

671

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高
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前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。 

（注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

（関連当事者情報）

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 1,015円69銭

１株当たり当期純損失金額 12,607円53銭

１株当たり純資産額 円 銭678 20

１株当たり当期純損失金額 円 銭346 00

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

１株当たり当期純損失金額     

当期純損失（△） 

（百万円） 
 △6,443  △176

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（△） 

（百万円） 
 △6,443  △176

期中平均株式数（株）  511,098  511,098
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（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

――――――――― （連結子会社との吸収合併） 

 当社は、平成22年11月18日開催の取締役会決議に基づ

き、平成23年１月１日を効力発生日として、当社の100％

連結子会社である株式会社サンシティビルドを吸収合併い

たしました。  

  (1）合併の目的 

 株式会社サンシティビルドは内装工事事業・リフォー

ム事業等の事業展開をしておりましたが、同社が行って

いる事業を当社の一部門として集約することで、経営資

源の集中・事業運営の効率化を図り、経営基盤の強化を

目指すため、平成23年１月１日付をもって当社を存続会

社とする吸収合併をいたしました。 

  (2）吸収合併の相手会社についての概要(平成22年12月31

日現在) 

 ① 商号：株式会社サンシティビルド 

 ② 本店所在地：宮城県仙台市若林区卸町五丁目７番21号

 ③ 代表者：代表取締役 井上 勁 

 ④ 資本金： 百万円 

 ⑤ 発行済株式数： 株 

 ⑥ 純資産額： 百万円 

 ⑦ 総資産額： 百万円 

 ⑧ 従業員数：２名 

 ⑨ 事業内容：内装工事事業・リフォーム事業等  

10

20,000

△389

159

  (3）吸収合併の相手会社の直近事業年度の売上高、当期純

利益(平成22年12月31日現在) 

 ① 売上高： 百万円 

 ② 当期純利益： 百万円 

559

△49

  (4）吸収合併の要旨 

 ① 合併の方法 

    当社を存続会社とする吸収合併方式とし、株式会社サ

ンシティビルドは解散いたします。 

 ② 合併消滅会社の大株主の名称及び発行済株式の総数に

占める大株主の持株割合 

    株式会社サンシティ（当社） ％ 

 ③ 合併に係る割り当ての内容等 

    株式会社サンシティビルドは当社の100％連結子会社

であるため、本合併による新株の発行、資本金の増加

及び合併交付金はありません。 

 ④ 合併後の会社の名称 

    株式会社サンシティ 

 ⑤ 合併による引き継ぐ資産・負債の額 

    資産合計： 百万円 

    負債合計： 百万円 

 ※なお、負債合計には当社と株式会社サンシティビルド

の内部取引による債務が含まれております。 

100

159

548
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前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日）  

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日）  

   ⑥ 実施した会計処理の概要 

     「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21

号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会社基準に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共

通支配下の取引として会計処理を行っております。 

- 47 -

㈱サンシティ （８９１０）　平成22年12月期　決算短信



(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）契約状況 

 第18期連結会計年度及び第19期連結会計年度の契約実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．不動産賃貸事業に関しては、事業の性質上、契約状況を表示することは、馴染まないため除いております。

３．その他の事業に関しては、内装工事事業のみの契約状況を表しております。  

(3）販売実績 

 第18期連結会計年度及び第19期連結会計年度の販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．分譲マンション事業における第18期の販売戸数は 戸、第19期は 戸、不動産流動化事業の第18期の販売

件数は４件であります。 

３．その他の事業には、販売代理事業における手数料収入が含まれております。  

  

５．生産、受注及び販売状況

  （単位：百万円）

  

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

契約高 契約繰越残高 契約高 契約繰越残高 

戸 数 
・件数 

金 額 
前 年 
同期比 

戸 数
・件数

金 額
前 年
同期比

戸 数
・件数

金 額
前 年 
同期比 

戸 数 
・件数 

金 額
前 年
同期比

分譲マンション 

事業 

戸   ％ 戸   ％ 戸   ％ 戸   ％ 

 468  12,230  △42.2  20 1,116  △35.7  456 12,886  5.4  16 466  △58.2

不 動 産 流 動 化 

事業 

件   ％ 件   ％ 件   ％ 件   ％ 

 4  4,705  －  － －  －  － －  －  － －  －

その他の事業 
件   ％ 件   ％ 件   ％ 件   ％ 

 210  328  △50.3  7 55  △81.7  208 307  △6.3  3 21  △61.5

  （単位：百万円）

 事業の種類別セグメントの名称 
前連結会計年度 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日）

前年同期比 
（％） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

前年同期比 
（％） 

分譲マンション事業  12,850  △47.3  13,537  5.3

不動産流動化事業  4,705  △26.2  －  －

不動産賃貸事業  877  116.9  813  △7.2

その他の事業  1,531  △41.9  813  △46.9

 合計  19,964  △40.9  15,164  △24.0

507 460
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６．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  1,449 ※1  588

受取手形 5 －

売掛金 2 1

販売用不動産 ※1  7,606 ※1  3,182

仕掛販売用不動産 ※1  13,955 ※1  7,642

貯蔵品 2 2

前払費用 71 55

関係会社貸付金 － 433

その他 121 133

貸倒引当金 △11 △446

流動資産合計 23,203 11,593

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1  5,005 ※1  4,698

減価償却累計額 △162 △266

建物（純額） 4,843 4,432

構築物 11 11

減価償却累計額 △2 △4

構築物（純額） 9 7

工具、器具及び備品 14 14

減価償却累計額 △10 △10

工具、器具及び備品（純額） 4 3

土地 ※1  4,696 ※1  4,613

有形固定資産合計 9,553 9,057

無形固定資産   

商標権 0 0

電話加入権 9 9

ソフトウエア 4 3

無形固定資産合計 15 14

投資その他の資産   

投資有価証券 112 11

関係会社株式 ※1  4,111 ※1  4,111

出資金 1 1

長期貸付金 142 141

関係会社長期貸付金 401 －

破産更生債権等 28 28

長期前払費用 5 0

その他 138 134

貸倒引当金 △571 △168

投資その他の資産合計 4,368 4,260

固定資産合計 13,937 13,331

資産合計 37,141 24,925
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

工事未払金 ※1  1,190 738

短期借入金 ※1  4,366 ※1  4,420

1年内返済予定の長期借入金 ※1  22,147 ※1  14,145

1年内返済予定の関係会社長期借入金 1,667 3,073

1年内返済予定の社債 99 52

未払金 240 172

未払費用 343 187

未払法人税等 13 21

未払消費税等 89 124

前受金 71 38

預り金 86 73

前受収益 63 60

賞与引当金 － 6

その他 7 0

流動負債合計 30,387 23,114

固定負債   

社債 52 －

長期借入金 ※1  5,370 ※1  799

繰延税金負債 － 3

役員退職慰労引当金 254 254

長期預り敷金 480 462

その他 2 －

固定負債合計 6,160 1,520

負債合計 36,548 24,634

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,510 7,510

資本剰余金   

資本準備金 1,286 1,286

資本剰余金合計 1,286 1,286

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △6,833 △7,138

利益剰余金合計 △6,833 △7,138

自己株式 △1,367 △1,367

株主資本合計 595 291

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 0 △0

繰延ヘッジ損益 △2 －

評価・換算差額等合計 △2 △0

純資産合計 593 291

負債純資産合計 37,141 24,925
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高   

不動産売上高 12,537 8,929

その他の事業収入 1,413 1,083

売上高合計 13,950 10,013

売上原価   

不動産売上原価 15,737 9,228

その他の事業原価 381 337

売上原価合計 ※1  16,119 ※1  9,566

売上総利益又は売上総損失（△） △2,168 446

販売費及び一般管理費 ※2  2,454 ※2  1,947

営業損失（△） △4,623 △1,501

営業外収益   

受取利息 5 4

解約違約金 4 1

賃貸収入 65 105

その他 21 11

営業外収益合計 97 122

営業外費用   

支払利息 751 578

支払手数料 13 92

賃貸原価 21 15

貸倒引当金繰入額 104 32

その他 2 0

営業外費用合計 893 719

経常損失（△） △5,419 △2,097

特別利益   

前期損益修正益 103 34

固定資産売却益 － ※7  0

貸倒引当金戻入額 43 －

債務買戻益 － 4,407

その他 － 7

特別利益合計 146 4,449

特別損失   

前期損益修正損 36 3

たな卸資産評価損 ※3  223 －

たな卸資産処分損 － ※8  2,588

固定資産売却損 ※4  28 ※4  48

固定資産除却損 ※5  0 ※5  0

減損損失 ※6  51 －

投資損失引当金繰入額 1,199 －

その他 17 6

特別損失合計 1,558 2,647

税引前当期純損失（△） △6,830 △295

法人税、住民税及び事業税 10 7

法人税等調整額 － 3

過年度法人税等戻入額 △7 △2

法人税等合計 2 8

当期純損失（△） △6,833 △304
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 （注）１．原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

２．購入販売用不動産及び購入１棟販売用不動産は、一括仕入による不動産の販売原価であります。 

  

  

不動産売上原価明細書

    
第18期 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

第19期 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 土地原価    1,782  11.3  2,769  30.0

Ⅱ 外注費    4,811  30.6  3,099  33.6

Ⅲ 経費    464  2.9  523  5.7

Ⅳ 購入販売用不動産    418  2.7  2,657  28.8

Ⅴ １棟販売土地原価    1,262  8.0  133  1.4

Ⅵ １棟販売外注費     1,294  8.2  19  0.2

Ⅶ １棟販売経費    171  1.1  26  0.3

Ⅷ 購入１棟販売用不動産    5,533  35.2  －  －

不動産売上原価    15,737  100.0  9,228  100.0

            

その他事業原価明細書

    
第18期 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

第19期 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 家賃収入原価    358  94.0  337  99.9

Ⅱ その他原価    22  6.0  0  0.1

その他事業原価    381  100.0  337  100.0
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,510 7,510

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,510 7,510

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 7,392 1,286

当期変動額   

準備金から剰余金への振替 △6,106 －

当期変動額合計 △6,106 －

当期末残高 1,286 1,286

その他資本剰余金   

前期末残高 －  

当期変動額   

準備金から剰余金への振替 6,106 －

利益剰余金から資本剰余金への振替 16 －

欠損填補 △6,122 －

当期変動額合計 － －

資本剰余金合計   

前期末残高 7,392 1,286

当期変動額   

利益剰余金から資本剰余金への振替 16 －

欠損填補 △6,122 －

当期変動額合計 △6,106 －

当期末残高 1,286 1,286

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 16  

当期変動額   

利益準備金の取崩 △16 －

当期変動額合計 △16 －

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 5,900  

当期変動額   

別途積立金の取崩 △5,900 －

当期変動額合計 △5,900 －

繰越利益剰余金   

前期末残高 △12,022 △6,833
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当期変動額   

当期純損失（△） △6,833 △304

欠損填補 12,022 －

当期変動額合計 5,188 △304

当期末残高 △6,833 △7,138

利益剰余金合計   

前期末残高 △6,106 △6,833

当期変動額   

当期純損失（△） △6,833 △304

利益剰余金から資本剰余金への振替 △16 －

欠損填補 6,122 －

当期変動額合計 △727 △304

当期末残高 △6,833 △7,138

自己株式   

前期末残高 △1,367 △1,367

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △1,367 △1,367

株主資本合計   

前期末残高 7,429 595

当期変動額   

当期純損失（△） △6,833 △304

当期変動額合計 △6,833 △304

当期末残高 595 291

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 － 0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 0 △0

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △11 △2

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8 2

当期変動額合計 8 2

当期末残高 △2 －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △11 △2

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9 2

当期変動額合計 9 2
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当期末残高 △2 △0

純資産合計   

前期末残高 7,418 593

当期変動額   

当期純損失（△） △6,833 △304

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9 2

当期変動額合計 △6,824 △302

当期末残高 593 291
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継続企業の前提に関する事項

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当社は前事業年度において、サブプライムローン問題

に端を発した不動産に係る信用収縮等の影響により不動

産流動化事業における物件売却が進まず、販売用不動産

等の時価が大幅に下落し評価減を行ったことから、営業

損失1,135百万円、経常損失2,307百万円、当期純損失

12,792百万円を計上し連結ベースの営業キャッシュ・フ

ローにおいても大幅なマイナスとなりました。 

当事業年度においても、連結ベースの営業キャッシ

ュ・フローはプラスに転じたものの、引き続き不動産価

格の下落により利益率が低下し、販売用不動産等の評価

減を行ったことから、営業損失4,623百万円、経常損失

5,419百万円、当期純損失6,833百万円を計上いたしまし

た。 

また、株式会社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀

行、株式会社みずほ銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

をそれぞれエージェントとする４件のシンジケートロー

ン契約に付されている財務制限条項に抵触するととも

に、平成21年５月27日には、当社が借入を行っている全

取引金融機関に対して、同日以降に期限が到来した借入

金について、返済条件の変更交渉が纏まるまでの間、資

金残高維持要請を行っております。 

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような状況が存在しております。  

当社は当該状況を解消すべく、当社が最も得意とする

地方衛星都市を中心とした分譲マンション事業への特

化、不動産流動化事業に係る資産の早期売却、コスト削

減プロジェクトチームの立ち上げによる販売費及び一般

管理費の大幅削減に努め、事業運営及び資金収支の安定

化を図ります。 

また、当社は上記内容を基本方針とした事業計画を策

定し、取引先金融機関への説明を行うとともに、各金融

機関に対する返済条件の変更を依頼し、既に約８割に及

ぶ金融機関より応諾を得ております。 

財務制限条項に抵触している件につきましても、各シ

ンジケートローン契約につき期限の利益喪失の猶予の承

諾を頂いておりますが、上記の返済条件の変更依頼と併

せて、更なる猶予の延長を依頼しております。 

しかし、これらの対応策は全取引金融機関と協議しな

がら進めている段階であり、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成してお

り、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財

務諸表に反映しておりません。 

当社は前事業年度末に引き続き、厳しい事業環境が続

いており、当事業年度においても、一部のたな卸資産に

ついて早期処分を進めた結果、利益率が低下し、営業損

失 百万円、経常損失 百万円、当期純損失 百

万円を計上いたしました。 

また、平成20年12月期末時点において、株式会社三井

住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株式会社みずほ銀

行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をそれぞれエージェン

トとする４件のシンジケートローン契約に付されている

財務制限条項に抵触するとともに、平成21年５月27日に

は、当社が借り入れを行っている全取引金融機関に対し

て、同日以降に期限が到来した借入金について、返済条

件等の変更交渉が纏まるまでの間、資金残高維持要請を

行っております。 

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような状況が存在しております。 

当社は当該状況を解消すべく、当社が最も得意とする

地方衛星都市を中心とした分譲マンション事業への特

化、不動産流動化事業に係る資産の早期売却、コスト削

減プロジェクトチームの立ち上げによる販売費及び一般

管理費の大幅削減に努め、事業運営及び資金収支の安定

化を図っております。 

また、当社は平成21年７月に上記内容を基本方針とし

た事業計画を策定し、取引先金融機関への説明を行うと

ともに、各金融機関に対する返済条件の変更を依頼して

おりましたが、平成22年11月に全取引金融機関へ更なる

条件変更を依頼しました。現在のところ、既に９割以上

の金融機関より応諾を得ております。 

財務制限条項に抵触している件につきましては、株式

会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェントとするシンジケ

ートローン契約について、シンジケート団を解散・相対

取引に変更し、同行の債務の買戻しを行ったため解消し

ております。その他の各シンジケートローン契約につき

ましては、期限の利益喪失の猶予の承諾を頂いており、

上記の返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予の延長

を依頼しております。 

しかし、これらの対応策は全取引金融機関と協議しな

がら進めている段階であり、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成してお

り、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財

務諸表に反映しておりません。  

1,501 2,097 304
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重要な会計方針

項  目 
第18期 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

第19期 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

時価のないもの 

同左 

  なお、匿名組合契約に基づく出資（金

融商品取引法第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書類を基礎とし、損

益の純額に対する持分相当額を取込む方

法によっております。 

  

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

(1）デリバティブ 

時価法を採用しております。 

(1）デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）販売用不動産及び仕掛販売用不動産 

 個別法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しており

ます。 

(1）販売用不動産及び仕掛販売用不動産 

同左 

  (2）貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しております。

(2）貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。  

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (3）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年

12月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。  

(3）リース資産 

同左  

  (4）長期前払費用 

定額法によっております。 

(4）長期前払費用 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため一

般債権については貸倒実績率により貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 
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項  目 
第18期 

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

第19期 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

  (2）投資損失引当金 

関係会社等への投資に係る損失に備え

るため、各社の財政状態並びに将来の回

復見込等を勘案し、損失見込額を計上し

ております。 

なお、投資損失引当金2,388百万円に

ついては、関係会社株式の金額より直接

控除して表示しております。 

(2）投資損失引当金 

関係会社等への投資に係る損失に備え

るため、各社の財政状態並びに将来の回

復見込等を勘案し、損失見込額を計上し

ております。 

なお、投資損失引当金 百万円に

ついては、関係会社株式の金額より直接

控除して表示しております。 

2,388

  (3）    ――――――───    (3）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち、当期の負担

に属する部分を計上しております。 

  (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における簡便法（期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法）による退

職給付債務及び年金資産の額に基づき計

上しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  (5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、当社内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：借入金利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

将来の借入金の金利上昇リスクに対

し、借入額の範囲内で金利スワップ取引

によりヘッジを行う方針であります。 

また、ヘッジ会計の中止に伴って発生

した評価差額は、ヘッジ対象の満期まで

の期間にわたって金利の調整として各期

の損益に配分しております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計を比較し、両者の変動額等

を基礎にして、ヘッジ有効性を評価して

おります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

  (2）    ───────── (2）連結納税制度の適用 

当事業年度から連結納税制度を適用し

ております。 
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会計処理方法の変更

第18期 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

第19期 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（たな卸資産の評価基準及び評価の方法の変更） 

（販売用不動産及び仕掛販売用不動産） 

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、

従来、個別法による原価法によっておりましたが、当

事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用さ

れたことに伴い、個別法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定しております。 

 これにより当事業年度の営業損失、経常損失は757百

万円、税引前当期純損失は980百万円増加しておりま

す。 

─────────  

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６

月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月

18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成

19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。 

これによる営業損失、経常損失及び税引前当期純損

失に与える影響はありません。 

───────── 

表示方法の変更

 第18期 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日）  

 第19期 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（貸借対照表） 

前期まで固定負債の「その他」に含めて表示してお

りました「長期預り敷金」は、当期において、負債及

び純資産の総額の100分の１を超えたため区分表記しま

した。 

なお、前期末の「長期預り敷金」は 百万円であり

ます。 

496

───────── 
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注記事項

（貸借対照表関係）

第18期 
（平成21年12月31日現在） 

第19期 
（平成22年12月31日現在） 

※１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

  （百万円）

普通預金  937

販売用不動産  6,209

仕掛販売用不動産  13,831

建物  4,811

土地  4,682

関係会社株式  4,111

計  34,583

上記の他に株式会社サンシティネクストの保有する

販売用不動産 百万円を担保に共に供しておりま

す。 

担保付債務は次のとおりであります。 

なお、上記のほか、不動産売却取引の一部を金融取

引として会計処理したため、担保に供している資産及

び担保付債務として処理したものは次のとおりであり

ます。 

  （百万円）

現金及び預金  279

販売用不動産  2,430

仕掛販売用不動産  7,400

建物  4,392

土地  4,599

関係会社株式  4,111

計  23,212

180

  （百万円）

短期借入金  2,242

１年内返済予定の長期借入金  12,016

長期借入金  683

計  14,941

  （百万円）

販売用不動産  447

仕掛販売用不動産  229

計   676

  （百万円）

短期借入金  436

長期借入金  116

計   552

上記の他に株式会社サンシティネクストの保有する

販売用不動産593百万円を担保に共に供しておりま

す。 

担保付債務は次のとおりであります。 

  （百万円）

工事未払金  1,168

短期借入金  4,076

１年内返済予定の長期借入金  17,779

長期借入金  5,287

計  28,312

なお、上記のほか、不動産売却取引の一部を金融取

引として会計処理したため、担保に供している資産及

び担保付債務として処理したものは次のとおりであり

ます。 

  （百万円）

販売用不動産  348

計   348

  （百万円）

短期借入金  240

長期借入金  83

計   324

２．偶発債務 

次の関係会社について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っております。  

２．偶発債務 

次の関係会社について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っております。  

保証先 金額（百万円） 内容 

株 式 会 社 

サンシティビルド 
 85 運転資金  

株 式 会 社 

サンシティネクスト 
 1,149 運転資金  

保証先 金額（百万円） 内容 

株 式 会 社

サンシティビルド
 35 運転資金  

株 式 会 社

サンシティネクスト
 804 運転資金  

分譲マンション購入者の住宅ローンに対して債務保

証を行っております。 

分譲マンション購入者の住宅ローンに対して債務保

証を行っております。 

保証先 金額(百万円) 

個人（７名）  21

保証先 金額(百万円) 

個人（６名）  10
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３．財務制限条項 

(1）当社は、株式会社三井住友銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加行４行、返済期限平

成23年９月30日、当事業年度末借入金残高3,832百万

円）を締結しております。当該契約には、下記の財務

制限条項が付されており、これに抵触した場合、多数

貸付人の請求に基づくエージェントの通知があれば、

期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利息及び精

算金等を支払う義務を負っております。 

３．財務制限条項 

(1）当社は、株式会社三井住友銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加行４行、返済期限平

成23年９月30日、当事業年度末借入金残高 百万

円）を締結しております。当該契約には、下記の財務

制限条項が付されており、これに抵触した場合、多数

貸付人の請求に基づくエージェントの通知があれば、

期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利息及び精

算金等を支払う義務を負っております。 

3,832

① 各年度の決算日における単体の貸借対照表における

自己資本（純資産の部の合計金額から新株予約権及び

繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額）の合計金

額を、平成17年12月の本決算期の末日における自己資

本の合計金額の75％、または直前決算期末の自己資本

の合計金額の75％以上のいずれか高いほうに維持する

こと。 

① 各年度の決算日における単体の貸借対照表における

自己資本（純資産の部の合計金額から新株予約権及び

繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額）の合計金

額を、平成17年12月の本決算期の末日における自己資

本の合計金額の ％、または直前決算期末の自己資本

の合計金額の ％以上のいずれか高いほうに維持する

こと。 

75

75

② 各年度の決算期の末日の報告書等に記載される連結

損益計算書及び単体の損益計算書における経常損益を

損失としないこと。 

なお、当事業年度末で財務制限条項に抵触している

件につきましては、「継続企業の前提に関する事項」

に記載のとおり、期限の利益の喪失の猶予は頂いてお

りますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予

の依頼をしております。 

② 各年度の決算期の末日の報告書等に記載される連結

損益計算書及び単体の損益計算書における経常損益を

損失としないこと。 

なお、平成20年12月期末時点において、財務制限条

項に抵触している件につきましては、「継続企業の前

提に関する事項」に記載のとおり、期限の利益の喪失

の猶予は頂いておりますが、返済条件の変更依頼と併

せて、更なる猶予の依頼をしております。 
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(2）当社は、株式会社あおぞら銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加金融機関等９社、返

済期限平成22年６月30日、当事業年度末借入金残高

4,006百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知が

あれば、借入金並びに利息及び精算金等を支払う義務

を負っております。 

(2）当社は、株式会社あおぞら銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加行１行、返済期限平

成23年６月30日、当事業年度末借入金残高 百万

円）を締結しております。当該契約には下記の財務制

限条項が付されており、これに抵触した場合、多数貸

付人の請求に基づくエージェントの通知があれば、借

入金並びに利息及び精算金等を支払う義務を負ってお

ります。 

173

① 各事業年度の末日における連結及び単体の貸借対照

表における純資産の部の金額（但し、連結の貸借対照

表においては純資産の部の金額から繰延ヘッジ損益、

新株予約権及び少数株主持分を控除した金額であり、

単体の貸借対照表においては純資産の部の金額から繰

延ヘッジ損益及び新株予約権を控除した金額をい

う。）を直前の事業年度のそれぞれ連結及び単体の貸

借対照表における純資産の部の金額の75％以上に維持

すること。 

① 各事業年度の末日における連結及び単体の貸借対照

表における純資産の部の金額（但し、連結の貸借対照

表においては純資産の部の金額から繰延ヘッジ損益、

新株予約権及び少数株主持分を控除した金額であり、

単体の貸借対照表においては純資産の部の金額から繰

延ヘッジ損益及び新株予約権を控除した金額をい

う。）を直前の事業年度のそれぞれ連結及び単体の貸

借対照表における純資産の部の金額の ％以上に維持

すること。 

75

② 各事業年度の末日にかかる連結及び単体の損益計算

書上の営業損益及び経常損益がそれぞれ営業損失及び

経常損失とならないこと。 

なお、当事業年度末で財務制限条項に抵触している

件につきましては、「継続企業の前提に関する事項」

に記載のとおり、期限の利益の喪失の猶予は頂いてお

りますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予

の依頼をしております。 

② 各事業年度の末日にかかる連結及び単体の損益計算

書上の営業損益及び経常損益がそれぞれ営業損失及び

経常損失とならないこと。 

なお、平成22年11月に平成23年６月30日までの返済

期限の延長と併せ、財務制限条項についての適用停止

による期限の利益喪失の猶予を依頼し、既に承諾を頂

いております。 
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(3）当社は、株式会社みずほ銀行をエージェントとする

シンジケートローン契約（参加金融機関等８社、返済

期限平成24年６月25日、当事業年度末借入金残高

2,487百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知が

あれば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利

息及び精算金等を支払う義務を負っております。 

(3）当社は、株式会社みずほ銀行をエージェントとする

シンジケートローン契約（参加金融機関等８社、返済

期限平成24年６月25日、当事業年度末借入金残高

百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知が

あれば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利

息及び精算金等を支払う義務を負っております。 

1,170

① 平成19年６月以降の決算期の末日および中間決算の

日において、以下の各号の条件を充足すること。 

Ⅰ 貸借対照表（連結ベース）の純資産の部の金額を

平成18年12月決算期末日における貸借対照表（連結

ベース）の純資産の部の金額以上に維持すること。

① 平成19年６月以降の決算期の末日および中間決算の

日において、以下の各号の条件を充足すること。 

Ⅰ 貸借対照表（連結ベース）の純資産の部の金額を

平成18年12月決算期末日における貸借対照表（連結

ベース）の純資産の部の金額以上に維持すること。

Ⅱ 貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の金額を

平成18年12月決算期末日における貸借対照表（単体

ベース）の純資産の部の金額以上に維持すること。

Ⅱ 貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の金額を

平成18年12月決算期末日における貸借対照表（単体

ベース）の純資産の部の金額以上に維持すること。

② 平成19年12月以降の決算期の末日において、以下の

各号の条件を充足すること。 

Ⅰ 損益計算書（連結ベース）の経常損益につき、２

期連続して損失を計上しないこと。 

② 平成19年12月以降の決算期の末日において、以下の

各号の条件を充足すること。 

Ⅰ 損益計算書（連結ベース）の経常損益につき、２

期連続して損失を計上しないこと。 

Ⅱ 損益計算書（単体ベース）の経常損益につき、２

期連続して損失を計上しないこと。 

 なお、当事業年度末で財務制限条項に抵触している

件につきましては、「継続企業の前提に関する事項」

に記載のとおり、期限の利益の喪失の猶予は頂いてお

りますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予

の依頼をしております。 

Ⅱ 損益計算書（単体ベース）の経常損益につき、２

期連続して損失を計上しないこと。 

 なお、平成20年12月期末時点において、財務制限条

項に抵触している件につきましては、「継続企業の前

提に関する事項」に記載のとおり、期限の利益の喪失

の猶予は頂いておりますが、返済条件の変更依頼と併

せて、更なる猶予の依頼をしております。 
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(4）当社は、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェン

トとするシンジケートローン契約（参加行３行、返済

期限平成22年４月30日、当事業年度末借入金残高

3,239百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づきエージェントの通知が

あれば、借入金並びに利息及び精算金等を支払う義務

を負っております。 

(4）      ─────────        

① 各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表に

おける純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算

期の末日における単体の貸借対照表における純資産の

部の金額以上にそれぞれ維持すること。 

  

② 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表に

おける純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算

期の末日における連結の貸借対照表における純資産の

部の金額以上にそれぞれ維持すること。 

  

③ 各年度の決算期に係る単体の損益計算書上の経常損

益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこと。 

  

④ 各年度の決算期に係る連結の損益計算書上の経常損

益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこと。 

 なお、当事業年度末で財務制限条項に抵触している

件につきましては、「継続企業の前提に関する事項」

に記載のとおり、期限の利益の喪失の猶予は頂いてお

りますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予

の依頼をしております。 
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※１．販売用不動産及び仕掛販売用不動産は収益性の低下

に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価

損が売上原価に含まれております。 

※１．販売用不動産及び仕掛販売用不動産は収益性の低下

に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価

損が売上原価に含まれております。 

  百万円 757   百万円 390

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は53.0％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は47.0％であ

ります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は ％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は ％であ

ります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

54.4

45.6

  （百万円）

役員報酬  168

給料手当  658

退職給付費用  52

広告宣伝費  297

販売促進費  165

地代家賃  161

支払手数料  269

減価償却費  5

  （百万円）

役員報酬  88

給料手当  651

賞与引当金繰入額  6

退職給付費用  42

広告宣伝費  214

販売促進費  97

地代家賃  102

支払手数料  185

減価償却費  2

※３．たな卸資産評価損は、販売用不動産223百万円であ

ります。 

※３．       ─────────       

※４．固定資産売却損は、土地７百万円、建物及び構築物

21百万円であります。 

※４．固定資産売却損は、土地６百万円、建物及び構築物

百万円であります。 42

※５．固定資産除却損は、構築物０百万円、器具備品０百

万円であります。 

※５．固定資産除却損は、建物０百万円、器具備品０百万

円であります。 

※６．固定資産減損損失 

 当事業年度において、以下の資産グループについて

固定資産減損損失を計上しました。   

※６．       ───────── 

（百万円）  

場所又は会社 用途 金額 種類 

宮城県仙台

市泉区 

賃貸用

不動産 
 51 土地 

計  51   

  

 当社グループは、原則として賃貸用資産については、

個別資産ごとにグルーピングを行い、それ以外の共用資

産又はのれんについて、事業部門等のより大きな単位で

グルーピングしております。 

 賃貸用不動産については、不動産賃貸事業として保有

していた不動産の売却を決定したことにより帳簿価額を

回収可能額まで減額し、当該減少額を固定資産減損損失

として特別損失に計上しました。 

 なお、資産の回収可能価額は、正味売却価額を適用

し、売却契約に基づく金額で評価しております。   

  

※７．       ───────── ※７．固定資産売却益は、器具備品０百万円であります。

※８．       ───────── ※８．たな卸資産処分損は、仕掛販売用不動産 百万

円であります。  

2,588
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第18期（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

第19期（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前 事 業 年 度 末 
株 式 数 (株 ) 

当 事 業 年 度 
増加株式数(株) 

当 事 業 年 度 
減少株式数(株) 

当 事 業 年 度 末 
株 式 数 (株) 

普通株式  26,866.00  －  －  26,866.00

合計  26,866.00  －  －  26,866.00

  
前 事 業 年 度 末 
株 式 数 (株 ) 

当 事 業 年 度 
増加株式数(株) 

当 事 業 年 度 
減少株式数(株) 

当 事 業 年 度 末 
株 式 数 (株) 

普通株式  26,866.00  －  －  26,866.00

合計  26,866.00  －  －  26,866.00
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（リース取引関係）

第18期 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

第19期 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

いずれも取引開始日が平成20年12月31日以前であり、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おり、その内容は次のとおりであります。 

(1）借主側  

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

いずれも取引開始日が平成20年12月31日以前であり、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おり、その内容は次のとおりであります。 

(1）借主側  

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相 当 額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高
相 当 額
（百万円）

車両運搬具  21  11  9

器具備品  79  44  35

合計  100  56  44

  
取得価額 
相 当 額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相 当 額 
（百万円）

車両運搬具  21  15  5

器具備品  63  40  23

合計  84  56  28

 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内  16

１年超  29

合計  45

  （百万円）

１年内  14

１年超  14

合計  29

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び支払利息相当額、減損損失 

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び支払利息相当額、減損損失 

  （百万円）

支払リース料  20

減価償却費相当額  19

支払利息相当額  1

  （百万円）

支払リース料  17

減価償却費相当額  16

支払利息相当額  1

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２． オペレーティング・リース取引  

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

２． オペレーティング・リース取引  

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

   （百万円）

１年内  3

１年超  5

合計  8

   （百万円）

１年内  2

１年超  2

合計  5

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

- 67 -

㈱サンシティ （８９１０）　平成22年12月期　決算短信



第18期（平成21年12月31日現在） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

第19期（平成22年12月31日現在） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

第18期（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

連結財務諸表注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。 

  

第19期（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

連結財務諸表注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。 

  

  

（有価証券関係）

（企業結合等関係）

（税効果会計関係）

第18期 
（平成21年12月31日現在） 

第19期 
（平成22年12月31日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産）   （百万円）

繰越欠損金    6,761

投資損失引当金繰入額    969

貸倒引当金繰入限度超過額    236

役員退職慰労引当金繰入額    103

その他    15

繰延税金資産小計    8,085

評価性引当金    △8,085

繰延税金資産計    －

（繰延税金負債）     

繰延税金負債計    0

繰延税金負債の純額   △0 

（繰延税金資産）   （百万円）

繰越欠損金    6,850

投資損失引当金繰入額    964

貸倒引当金繰入限度超過額    229

役員退職慰労引当金繰入額    102

その他    21

繰延税金資産小計    8,168

評価性引当金    △8,168

繰延税金資産計    －

（繰延税金負債）     

その他    3

繰延税金負債計    3

繰延税金負債の純額    △3

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異については、税引前当期純損失を計上して

いるため、記載を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

同左 
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（注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

第18期 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

第19期 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 1,161円22銭

１株当たり当期純損失金額 13,370円77銭

１株当たり純資産額 円 銭569 45

１株当たり当期純損失金額 円 銭595 96

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  
第18期 

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日) 

第19期 
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

１株当たり当期純損失金額     

当期純損失（△） 

（百万円） 
 △6,833  △304

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（△） 

（百万円） 
 △6,833  △304

期中平均株式数（株）  511,098  511,098

（重要な後発事象）

第18期 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

第19期 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

――――――――― （連結子会社との吸収合併） 

当社は、平成22年11月18日開催の取締役会決議に基づ

き、平成23年１月１日付を効力発生日として、当社の

100％連結子会社である株式会社サンシティビルドを吸収

合併いたしました。 

(1）合併の目的 

株式会社サンシティビルドは内装工事事業・リフォー

ム事業等の事業展開をしておりましたが、同社が行って

いる事業を当社の一部門として集約することで、経営資

源の集中・事業運営の効率化を図り、経営基盤の強化を

目指すため、平成23年１月１日付をもって当社を存続会

社とする吸収合併をいたしました。 

(2）吸収合併の相手会社についての概要(平成22年12月31

日現在) 

 ① 商号：株式会社サンシティビルド 

 ② 本店所在地：宮城県仙台市若林区卸町五丁目７番21号

 ③ 代表者：代表取締役 井上 勁 

 ④ 資本金： 百万円 

 ⑤ 発行済株式数： 株 

 ⑥ 純資産額： 百万円 

 ⑦ 総資産額： 百万円 

 ⑧ 従業員数：２名 

 ⑨ 事業内容：内装工事事業・リフォーム事業等 

10

20,000

△389

159

  (3）吸収合併の相手会社の直近事業年度の売上高、当期純

利益(平成22年12月31日現在) 

 ① 売上高： 百万円 

 ② 当期純利益： 百万円  

559

△49
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第18期 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

第19期 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

  (4）吸収合併の要旨 

 ① 合併の方法 

   当社を存続会社とする吸収合併方式とし、株式会社サ

ンシティビルドは解散いたします。 

 ② 合併消滅会社の大株主の名称及び発行済株式の総数に

占める大株主の持株割合 

    株式会社サンシティ（当社） ％ 

 ③ 合併に係る割り当ての内容等 

    株式会社サンシティビルドは当社の ％連結子会社

であるため、本合併による新株の発行、資本金の増加

及び合併交付金はありません。 

 ④ 合併後の会社の名称 

    株式会社サンシティ 

 ⑤ 合併による引き継ぐ資産・負債の額 

    資産合計： 百万円 

    負債合計： 百万円 

 ※なお、負債合計には当社と株式会社サンシティビルド

の内部取引による債務が含まれております。 

 ⑥ 実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準21号

平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支

配下の取引として会計処理を行っております。 

100

100

159

548
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(1）役員の異動 

① その他役員の異動 

・退任予定取締役 

（非常勤）監査役 井野 一弘  

  

※その他役員の異動は、平成23年２月28日をもって異動する予定であります。  

７．その他
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